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以上― 

 

 

 

構 成 

項 目 

 第１章 背景

(1) 社会動向  
 ・世界・国内のデジタル化の状況 

 

(2) 国の動向  
 ・国のＤＸ推進策等の現状 

 

(3) 県の動向  
 ・愛知県のＤＸ推進策等の現状 

 

(4) 他自治体の動向  
 ・他自治体の動向、先進事例等 

   第２章 市の取組状況  第３章 推 進 方 針   第４章 第５章 推  進  施  策  

(1) 方針前の取組状況  
 ・現方針策定前の電算化・情報化の経緯 

 

(2) ＤＸ取組状況  
 ・現方針策定以降の取組実績・評価 
 

❶ 体制構築・運営  
 ・ＤＸ推進本部、研究会等による推進体制 
 

❷ 現状調査・分析  
 ・市民意識調査、ＤＸ白書、市職員の状況 
 

❸ 方針・プラン策定  
 ・デジ田総合戦略、分野別ＤＸ促進プラン 
 

❹ ＤＸの取組実績  
 ・現方針に従って実施したデジタル活用等 

 

(1) 体制構築  
 ・ＤＸ推進本部、検討会議、研究会等 
 

(2) 基本理念  
 ・ＤＸによって実現を目指す市の姿 
 

(3) 策定方針  
 

❶ 位置付け 
 ・総合計画等を踏まえた内容 
 
 

❷ 推進目標 

 ・地域社会・経済の活性化等４つの目標 
 

❸ 方針内容 

 ・方針種別、取組姿勢、期間、内容区分 
 

(4) 展開手順  
 

❶ 全体推進 

 ・ＤＸリーディングプロジェクト等 
 

❷ 個別推進 

 ・分野・取組項目ごと実現プラン 

(1) 
 

❶ 市の現状  

 ・市の概要データ 
 

❷ 魅力資源・課題  

 ・活用したい魅力資源・対処したい地域課題 
 

❸ デジタル活用状況  

 ・市民・事業者のデジタル活用状況 

 

(2)  
 ・活用等期待できるデジタルツール 

 

(3) 利用上の共通課題
 ・デジタル化推進における共通課題 

 

(4) 
 ・デジタル活用の効果・本来の目的 

(1) 全体推進策  
 

❶ ＤＸリーディングプロジェクト   
 

❷ 市役所全体の年度目標等  
 

❸ 職員の 向上と組織体制の充実   
 

❹ 現状調査・白書作成等  
 

(2) 分野別推進策  
 

❶ 防災安全分野  防災・安全・消防等 
 

❷ 福祉医療分野  子育て・介護・医療等 
 

❸ 産業経済分野  農・漁・商・工・観光業等 
 

❹ 教育文化等分野  教育・文化・スポーツ等 
 

❺ 生活交流等分野  生活基盤・環境・移動等 
 

❻ 行政活動分野  市民サービス・行政業務等 
 

(3) 共通基盤推進策  
 

❶ 情報基盤分野  情報基盤・機器等 
 

❷ 制度体制等分野  制度改正・推進組織等 
 

資 料 編 (1)検討経過等     (2)改訂の進め方     (3)関連法令・計画等     (4) 田原市ＤＸ白書（概要）     (5)用語集  

Ｐ２ Ｐ３ Ｐ４・５ Ｐ６・７ Ｐ８～11 

Ｐ11 Ｐ12 Ｐ13 Ｐ14 
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 要約記述 

  

田原市ＤＸ推進本部 田 原 市デ ジ タ ル 社 会 形 成 方 針 （令和７年度改訂版）1205案

 第１章 背景（必要性）  第２章 市の取組状況  

(3) 共通基盤推進策 

 

(2) 分野別推進策 

 ❶ 防災安全分野（防災、安全、消防等） ❷ 福祉医療分野（子育て・介護・医療等） ❸ 産業経済分野（ ） 

❹ 教育文化等分野（教育、文化、スポーツ等） ❺ 生活交流等分野（ ） ❻ 行政活動分野 

(1) 全体推進策 

 ❶ ＤＸ
ア  マイナンバーカード    
 

 

イ  デジタル市役所オンラインサービス    
 

 

ウ  情報セキュリティ対策    
 

 

エ  デジタルデバイド対策    

❷ 市役所全体の年度目標等 
ア  デジタルトライ  イ  保存データ適正化   
 

❸ 
ア  市職員研修等  イ  組織体制充実   

❹ 現状調査・白書作成等 
ア  現状・課題調査  イ  ＤＸ白書等作成   

 第５章 推進施策  

(4) 

 

(3) デジタル利用上の共通課題 

 

(2) 効果が期待できるデジタルツール 

 

(1) 活用したい資源・解決すべき課題 
 

(3) 策定方針 

 
❶ 位置付け 

 

 

(1) 体制構築 
 

(2) 基本理念 

 

❷ 推進目標 

 

❸ 方針内容 

(4) 展開手順 

 

 

❶ 全体推進 

❷ 個別推進 

誰もが豊かさを享受できる 
 

効率的で利便性の高い地域社会の実現 
（令和３年２月１日 本部決定） 

 第３章 推進方針  

 

 

ア  情報伝達・確認等の効率化  省力化・迅速化等 
 

 

イ  大量処理の効率化  省力化・迅速化、正確性向上等 
 

 

ウ  業務処理の自動化  安定性・安全性向上、常時対応等 
 

 

エ  人間機能の補強・代替  人手不足解消、負担軽減等 
 

 

オ  センサー等による自動化  正確性向上、情報高質化等 
 

 

カ  オンラインによる遠隔対応  移動負担減、多様な働き方等 
 

 

キ  省エネ・省資源対応  コスト・環境負荷減等 

 

 

ア  情報セキュリティ対策  情報セキュリティ等 ク  情報インフラ整備  更新・強靭化等 
 

 

イ  データ保護・整理   データ適正管理等 ケ  導入環境の整備  体制・ルールづくり等 
 

 

ウ  個人情報保護  個人情報適正管理等 コ  導入・維持コスト  デバイス・システム等 
 

 

エ  情報真正性等管理  本人認証、公式情報等 サ  導入契機づくり  市率先導入、導入支援策 
 

 

オ  データ基盤構築  データ・アーカイブ化等 シ  デジタル化非完結処理対応  ＡＰＩ連携等 
 

 

カ  データ活用力  ＥＢＰＭ、データ分析能力等 ス  デジタル弱者等対応  機器普及,取扱平易化等  
 

 

キ  従来業務・習慣見直し  ＢＰＲ等  セ  デジタルサービス利用拡大  ＨＰ、アプリ等 

      

ア  デジタルデバイス  パソコン、スマートフォン等 キ  基本ソフトウェア  オペレーティングシステム ス  セキュリティツール  ウイルス対策ソフト等 
 

 

イ  通信基盤  光・ＣＡＴＶ・ＬＧＷＡＮ等有線回線等 ク  通信ソフト  電子メール、Ｗｅｂブラウザ等 セ  電子認証・ＱＲコード等  電子認証、ＱＲコード等 
 

 

ウ  データ基盤  専用サーバー、クラウドサーバー等 ケ  基幹系システム  自治体・企業基幹系システム等 ソ  キャッシュレス決済  電子マネー、ＱＲ決済等 
 

 

エ  センシング  温度・水位センサー、リモートセンシング等 コ  アプリ  文書作成、計算、記録、判定、自動応答等 タ  データ活用  ＧＰＳ，公開型ＧＩＳ、人流等データ等 
 

 

オ  スマート家電等デジタル機器  ＩｏＴ機器等 サ  デジタル化ツール  Ａｉ－ＯＣＲ、ＰＤＦ等 チ  生成ＡＩ  文書・画像・動画・音声生成、アイデア検索等 
 

 

カ  ＩＣカード  マイナンバーカード、地域ポイントカード等 シ  オンラインツール等  電子申請、ＳＮＳ等 ツ  その他ツール   生体認証、メタバース、ＶＲゴーグル等 

 

田原市ＤＸ推進本部・検討会議等設置 
（令和３年２月１日 ） 

展 開 概 要 田 原 市 デ ジ タ ル 社 会 形 成 方 針 

ア  地域社会・経済の活性化  農業・商業・観光業等において、デジタル活用によって生産性や情報発

信等の向上を図り、人材不足解消や新たな連携・価値創造により、地域社会・経済の活性化を目指します。 
   

イ  暮らしやすさの向上  福祉・医療、教育・文化、防災・安全等の場面において、デジタル活用によっ

て効率的で便利・確実、省力・省資源等を図り、暮らしやすい社会の実現を目指します。 
 

ウ  行政サービスの向上  デザイン思考による利用者目線の行政サービスを目指し、行政手続オンライ

ン化や情報提供等による利便性の向上、デジタル活用による業務効率化・適正化・コスト削減等に取り組みます。 
 

 

エ  効率的なＤＸ推進   国推進策の積極活用、県・近隣自治体等の連携・共同業務等により、効率的

にデジタル化を促進するとともに、市民等のデジタル利用を普及・一般化することで効果の拡大を図ります。 

 

ア  方 針 種 別  基本理念及び推進目標を念頭に、本市の地域課題、関連技術の現状・展望及び総務省ＤＸ計画等を踏まえて、行政手続・業務の効率化に留まらず、防災安全、

福祉医療、産業、教育分野等の公共ＤＸ・地域ＤＸについて、内容・展開手順等を整理します。 
 

イ  取 組 姿 勢  本方針の施策を進めるうえでは、デジタル三原則を基本姿勢として効果的に取組を進めます。※デジタル手続法第２条   
 

ウ  期     間  令和８年度から令和１２年度までの５年間としますが、社会の変化、技術の発展等の状況に応じて随時改訂します。  
 

エ  内 容 区 分  本方針の取組内容は、「全体推進策」「分野別推進策」と「共通基盤推進策」の区分ごとに内容を整理します。 

 

 

 ＤＸリーディングプロジェクト 、市役所全体の年度目標等 、 職員のデジタルスキル向上と組織体制充実 、 現状・課題調査や白書作成等 の取組。 

 

 

必要に応じて、各分野又は取組項目ごと、あるいは複数連携の括りで、現状・課題把握、活用ツール、期待効果、達成目標、取組内容等を 実現プラン 

として整理し、それぞれのＤＸ推進を図ります。 
 

 

❶ 市の現状 ■ 市の概要データ：行政面積、総人口、生産年齢人口、高齢化率、農業産出額等の本市特性を示すデータを表示（国勢調査等データ） 
 

 

❷ 魅力資源・課題 ■デジタル技術で活用したい魅力資源・活動や対処すべき地域課題の例                                
 

 

❸ デジタル活用状況  ■ 市民・事業所・農業者のデジタル活用状況（市民意識調査）   

令和７年度改訂版 

 実現イメージ  災害・火災・事故・犯罪等被害の回避・最小

化・復旧等の適切な対処等 
 

 

 期 待 効 果  迅速かつ的確な現状把握や情報収集・提供・

伝達、効果的な対策、業務処理の効率化等 
 

 

 取組推進業務  (a) 情報発信・連絡等  (b) 現状把握・監視等  
 

(c) 予防・業務対応  00 

 実現イメージ  子育て、各種福祉対応・介護、疾病予防・治療等健

康維持等の充実・利便性向上等 
 

 

 期 待 効 果  効果的な情報提供、情報連携による処置・業務の効

率化、手続負担軽減、移動制約対応等 
 

 

 取組推進業務  (a) 情報発信・連絡等  (b) データ活用等  (c) 遠隔診 
 

療・相談・申請等  (d) 業務対応  0 

 実現イメージ  地域産業におけるインターネット系情報発信・販

売、ＩＴ活用等による業務効率化・省力化等 
 

 

 期 待 効 果  自動化・効率化・省力化・高品質化等による生産性・

売上等向上、担い手確保・経営維持等 
 

 

 取組推進業務  (a) 情報発信・連絡等  (b) データ活用等  (c) 生産・ 
 

業務対応  (d) 雇用・人材確保  (e) ＥＣ  (f) 出納   

 実現イメージ  学校教育、各種学習、文化芸術・スポーツ、

生きがい活動におけるＩＣＴ活用による充実・活性化等 
 

 

 期 待 効 果  効果的な情報提供、機会拡大、活動環境・利

便性向上、参加者・担い手等確保、業務処理の効率化等 
 

 

 取組推進業務  (a) 情報発信・連絡等  (b) 遠隔学習・参加・ 
 

申請等  (c) 資源等管理・業務対応  (d) 新たな文化創造等  
 
 

 

 実現イメージ  共助・市民活動・交流・仕事・生活環境・自然環境

維持等におけるＩＴＣ活用による充実・活性化等 
 

 

 期 待 効 果  情報連絡・関係構築等の円滑化、生活利便性向上、

多様な働き方・定住促進、業務処理の効率化等 
 
 

 取組推進業務  (a) 情報発信・連絡等  (b) データ活用等  (c) 遠隔相 
 

談・申請等  (d) テレワーク  (e) 業務対応  (f) 出納・資金管理  
 

 

00 

 実現イメージ  デザイン思考・デジタル化による市民サービスの

向上と業務効率化、施設等適正管理、経費の削減等 
 

 

 期 待 効 果  サービス利便性、業務効率化、公共施設等管理等の

効果・効率性・省力化等の向上等 
 

 取組推進業務  (a) 情報発信・連絡等  (b) データ処理等  (c) 施設・ 
 

業務管理  (d) 窓口・問合せ (e) 遠隔会議・申請等  (f) 出納  

Ｐ１ 

(1) (2) 国の動向 
 

 (3) 県の動向 
 

 (4) 他自治体の動向 
 

 (1) 
 

 (2) ＤＸ取組状況 
 ❶ 

 

❷ 

 

 

❸ 

 

 

❹  ・デジタルテクノロジーの進展 

・生成ＡＩ登場  

・国内は急激な人口減少 

・デジタル社会基本方針 

・デジタル関連法成立  

・デジタル庁、交付金等 

・デジタル技術活用条例等 

・あいちＤＸ推進プラン 

・ＳＴＡＴＩＯＮ Ａｉ開設 

・自治体ＤＸ推進計画等 

・地方自治体の先進的取組 

（東京都、神戸市等） 

 

 

 

 

・1970 年代から独自で電算

化・情報化を推進 

・県・東三河共同調達 
・田原市ＤＸ推進本部 

・関係課による研究会 

・デジタルトライや新技術

導入・情報共有等 

・市民・市職員調査  

・田原市ＤＸ白書等 
・デジ田構想総合戦略 

・商工観光業ＤＸ促進プラン 

 第４章 現状確認・期待効果 

❶ 情報基盤分野 

 

❷ 制度体制等分野 

 実現イメージ  デジタル機器・データ処理等が不自由なく

利用できる社会インフラとしての官民情報基盤の充実等 
 

 

 期 待 効 果  社会全体の効率化、冗長化等による強靭化、

共通化による効率化、省エネ・省資源等 
 

 

 取組推進業務  (a) 民間情報基盤等  (b) 行政情報基盤等  
 

(c) デジタル機器  (d) ソフトウェア等  (e) 共同・連携等  

 実現イメージ  デジタル活用を前提とした自由・安全・効

果的な社会を構築する制度見直し・推進体制確立等 
 

 

 期 待 効 果  促進等制度・推進計画による統一的・一体的

な取組、役割分担・連携による効果的推進・進捗管理等 
 
 

 取組推進業務  (a) 促進制度等  (b) 方針・計画等  (c) 推進 
 

組織  (d) セキュリティ対策  (e) 情報弱者対策  

 

00 

ＤＸで目指

す対応 

ＤＸに期待

する効果 

ＤＸに取組

む業務種別 

ＤＸで目指

す対応 

ＤＸに期待

する効果 

ＤＸに取組

む業務種別 



 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

田原市ＤＸ推進本部 田 原 市 デ ジ タ ル 社 会 形 成 方 針 （令和７年度改訂版）

 

 

 

■背景として、（1）社会（世界・国内・本市）、（2）国、（3）県、（4）他自治体の動向を整理し、本市が取るべき事項を明らかにする。 
 

 
 

（1）社会動向 
（世界・国内・本市） 

（2）国の動向 

（3）県の動向 

背 景（必要性） 第１章 

（4）他自治体の動向 

 

 

 ・令和２年策定、あいちＤＸ推進プラン２０２５に基づき、県・市町村行政のデジタル化と県全体の情報化・ＤＸ推進として、 
 

行政手続オンライン（＊）化、収納におけるキャッシュレス決済（＊）、電子契約（＊）導入といった県民の利便性を向上させる 
 

取組のほか、ＤＸ推進環境を備えるスタートアップ（＊）支援拠点「ＳＴＡＴＩＯＮ Ａｉ」開設などに取り組んでいます。 
 
 

 ・令和７年10月、デジタル技術の活用による豊かで便利な社会づくり条例を制定し、デジタル社会の形成に関する基本理念、 
 

県の責務、市町村との連携、事業者・県民の役割、基本計画策定、人材の育成及び活動等を明確化しました。 
 

 

 ・令和７年12月、あいちＤＸ推進プラン２０３０を策定し、デジタルファースト（＊）、サービスデザイン（＊）、デジタルリテラシー（＊）の３つの視点、 
 

産業競争力の強化、地域社会の課題解決、行政サービスの利便性の向上等、人材育成及び活用等の４つを柱（２２の主要取組事項を内包）により、デジタル 
 

技術の利活用により産業と地域の活力を支え、行政サービスを進化させるとともに、誰もが恩恵を受けるデジタル社会の推進に目指しています。 

 

 ・全国都道府県・市町村等は、国のデジタル推進方針に従い、マイナンバーカード（＊）や基幹業務システム（＊）統一・ 
 

標準化に取り組むとともに、それぞれ自治体ＤＸ推進計画等を策定し、住民サービスの向上と業務の効率化を図る 
 

公共ＤＸの推進に加えて、 地域課題の解消・活性化のための地域ＤＸの促進 に取り組んでいます。 
 

 ・国は、総務省による各種参考事例集や、内閣府によるDigi田甲子園（令和４年度～令和６年度）等によるＤＸ導入事例等 
 

の情報提供や機運醸成等を図っています。 
 

 ・地方自治体の先進的取組の中でも、推進体制・方針・展開が優れている東京都「シン・トセイ」（専門組織GovTech東京、 
 

生成ＡＩプラットフォーム（＊）、都庁ＤＸアワード、都内自治体への技術支援・デジタル人材マッチング等）や、神戸市「神戸スマート 
 

シティ（＊）プロジェクト」（ペーパーレス化、データダッシュボード活用等）を本市のＤＸ推進の参考にしています。 

 

 

 

 

 ・令和２年１２月、デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針が閣議決定され、デジタル社会のビジョン「デジタルの活用により、一人ひと 
 

りのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会 ～ 誰一人取り残さない、人にやさしいデジタル化 ～」が示されました。 
 

 ・令和３年５月、デジタル関連法（デジタル社会形成基本法、デジタル庁設置法、デジタル社会形成整備法、預貯金口座管理等に関する法律、地方公共団体情報システムの標準化に関する 
 

法律）が成立、同年６月、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」の閣議決定（以降、毎年度策定）に基づき、デジタル庁開設、デジタル関連法 
 

に基づく実行計画等による利便性向上、押印見直し等を行い、“国民目線の行政サービスの向上”をできるものから実践しています。  
 

 ・令和３年９月発足のデジタル庁が司令塔となり、社会全体のデジタル化、環境整備、デジタル人材育成等に取り組むとともに、内閣府等によ 
 

る地方創生交付金等財政支援、事例紹介等情報提供や人材支援等により、地方自治体の地域社会ＤＸ・公共ＤＸの推進を図っています。 
 

 ・本市の現方針は、総務省の自治体ＤＸ推進計画（令和２年12月策定、計画期間：令和３年１月～令和８年３月）の内容を踏まえていますので、改訂された 
 

第5.1版自治体ＤＸ推進計画（令和８年１月改訂、計画期間の設定なし）に示された「自治体ＤＸの重点取組事項」等に配慮する必要があります。 

 

 ・近年の急速なデジタルテクノロジー（＊）の進展により、私たちの生活や社会経済は大きく変化し、今後も人々が 
 

豊かさを感じられる社会や国家・地域の存続にデジタル活用は不可欠と認識されています。 
 

 ・国際社会では、アメリカの巨大ＩＴ（＊）企業ＧＡＦＡ（＊）が世界のデジタルテクノロジー（＊）をリードする中、 
 

生成ＡＩ（＊）の登場によって様々な分野でデジタル活用が進み、社会変革をもたらものと期待されています。 
 

 ・日本は、急激な人口減少による労働力不足等が深刻化し、あらゆる分野の生産性を向上しなければ社会が持続困難な状況であるとともに、 
 

新型コロナウイルス感染症対応でデジタル化の遅れを露呈したことを踏まえて、国はデジタル庁等の推進体制や関係法令等を急展開で整備しながら、地方自治体にもＤＸの推進を求めています。  
 

 ・このような状況から、本市も人口減少、少子・高齢化、各種担い手不足、地域経済・地域活力の低下等の課題に対して、引き続き 地域社会のＤＸ と 市業務（公共）のＤＸ が必要となっています。 

Ｐ２ 

ＤＸ（ディーエックス）とは、「デジタルトランスフォーメーション（Digital 

Transformation）」の略で、デジタル技術を使って、業務プロセスやビジネスモデル、

企業文化そのものを根本的に変革し、競争優位性を確立したり、新たな価値を創造した

りする取り組みのことです。単なる IT 化やデジタル化と違い、「生活やビジネスをよ

り良く変える」という目的を持ち、組織全体を生まれ変わらせることを目指します。 

文中の用語上に「＊」を付してあるものは資料編（２）用語集に説明があります。 

自 治 体 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 （ 総 務 省 ） 

あ い ち Ｄ Ｘ 推 進 プ ラ ン ２０３０ 

総 務 省 参 考 事 例 集 東 京 都 シ ン ト セ イ 神 戸 ス マ ― ト シ テ イ 

文字上・末尾「＊」印は、資料編（５）用語集に解説 



 

  
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

■本市の取組について、（１）デジタル社会形成方針の策定前、（２）方針策定後の取組状況を整理し、今後、取るべき事項を明らかにする。 
 

 

 

 

 
 
 

 

  

 

 

 

（2）ＤＸ取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

❶ 体制構築・運営 

 

市の取組状況 第２章 

（1）方針前の取組状況 

❷ 現状調査・分析 

 

 

 

❸ 方針・プラン策定 

 

 

 

❹ ＤＸの取組実績 

 

 

 ・本市は、１９７０年代からいち早く電算化・情報化を進め、１９９８年策定の田原町総合計画 
 

に掲げた地域情報化分野の方針及び田原市地域情報化基本計画等に基づき、総合的かつ各分野 
 

の行政サービス・市民生活に対応したＩＣＴ（＊）導入等に取り組んできました。 
 
 

 ・近年は、県・東三河共同調達（電子入札・住基処理・職員ポータル）、地図データ活用等の行政事務の 
 

電子化を進めるとともに、公共施設のオンライン予約、マイナンバーカードによる住民票コン 
 

ビニ交付、キャッシュレス決済導入等による住民サービスの向上を図っています。 
 

 
 

 

 ・田原市デジタル社会形成方針策定以降の取組について、❶ 体制構築・運営、❷ 現状調査・分析、❸ 方針・プラン作成、❹ ＤＸの取組実績とそれぞれの現状を評価します。  
 

  ● 市行政・地域社会のデジタル化を推進するため、令和３年２月、副市長を本部長、各部長を本部員とし、市役所内を横断的に調整・施策立案する田原市ＤＸ推進本部を設置（事務局：企画課・総務課）しました。   
 

  ● ＤＸ推進本部は、令和３年度の田原市デジタル社会形成方針策定後は、毎年度５回程度本部会議を開催し、方針に従いＤＸの取組に関する情報共有や実施協議等による計画的な導入を進めています。  
 

  ● 研究組織として、ＲＰＡ（＊）・ＡＩ-ＯＣＲ（＊）、キャッシュレス決済、行政手続オンライン化、公開型ＧＩＳ（＊）等新技術導入のため、関係課による研究会を設置し、効果確認・課題整理等を実施しています。 
 

 

   【 現 状 評 価 】  ＤＸ推進本部の会議運営（会議開催・庁内ポータル情報掲示等）によって、デジタル活用・先進事例等情報共有、デジタルトライ等全庁展開等の推進が図られています。 
 

  ● 本市地域のデジタル活用状況を把握するため、令和４年度から市民意識調査に市民・事業者等のデジタル活用の設問を設けています。 
 

  ● 市役所職員アンケート調査の結果から、職員のデジタル機器・機能利用のバラつき状況が明らかになり、「本質的な業務方法の見直し」

と「個々職員のデジタルリテラシー（＊）向上」が必要となっています。 
 

   令和４年７月 市民意識調査（市民・事業者等）の中で、新たにデジタル活用等の状況把握（調査項目追加）。令和７年７月、市民意識調査実施。 
 

   令和５年５月 全国自治体ＤＸ推進度ランキング２０２３（時事総合研究所）にて、本市は全国４７位（対象１７４１市町村中）と公表。※２０２４年：１００位圏外。 
 

     〃 ８月 本市のデジタル活用の取組経過・現状（公共ＤＸ１６５件・地域ＤＸ３６件）等を整理し、田原市ＤＸ白書２０２２年度版を作成・公表。 
 

   令和６年４月 市全職員デジタル活用アンケート調査（令和５年２月、回答６３５人）を実施し、役職・部等の現状・課題を整理。 
 

 

   【 現 状 評 価 】  市業務のデジタル化は着実に進み、一定の評価も得られていますが、市民・事業者等のデジタル活用は進んでいるとは言えない状況です。 
 

  ● デジタル技術を活用し、地域社会活性化や行政サービス向上を実現するため、目標や取組等を明確にした方針・計画を整理しています。 
 

   令和４年３月 田原市デジタル社会形成方針を策定し、令和７年度までに取組むべき目標・内容・取組姿勢等を明確化。  
 

   令和６年３月 第2次田原市総合計画を策定し、前計画に引き続き基本計画（施策7-4行財政運営等）にデジタル活用等の推進を明記。  
 

     〃 〃  田原市まち・ひと・しごと創生総合戦略を改訂し、デジタル田園都市国家構想田原市総合戦略を策定・公表。  
 

     〃 12月 田原市商工観光業ＤＸ促進プラン（２０２４－２０２５）を策定し、市内事業者への支援策を整理し、デジタル活用を促進。   
 

   令和７年３月 第5次田原市行政改革大綱を策定し、引き続き行政手続等のオンライン化、窓口ＤＸの推進等の改革項目に計上。   
 

 

   【 現 状 評 価 】  方針・戦略・分野別プランの策定により、社会・国・県等の動向と市内・市役所の現状を踏まえたＤＸ推進が図られています。 
 

  ● 市全体への波及効果が期待できるＤＸリーディングプロジェクト（ＤＸに先導し、組織横断的に実施する事業）などをアジャイル（柔軟かつ迅速）に推進

するとともに、そのきっかけとなるデジタルトライ（全庁的なデジタル活用の取組）や新技術導入検討、取組の情報共有等に取り組んでいます。 
 

   令和３年10月 ４税３料納付のスマホ決済 を開始。 
 

   令和４年10月 デジタルデバイド対策（＊）として、市内２０市民館で高齢者スマホ教室開始（以後、市政ほーもん講座として継続）。 
 

     〃  11月 公開型ＧＩＳ導入検討会の調整を経て、各課所有の地図データをインターネット上の「たはらｅ-マップ（田原市公式ホームページ内）」で提供開始。 
 

   令和５年 ３月 広報たはら３月号 の特集ページとして、市民にデジタル活用の必要性を周知するＤＸ特集（全８ページ）を掲載・全戸配布。 
 

     〃  ７月 キャッシュレス決済検討会の調整を経て、市役所・各公共施設の手数料・使用料等のクレジットカード・電子マネー・ＱＲコード（＊）決済開始。 
 

     〃  ８月 本部会議の協議を経て、全庁目標・各部等目標を定めてデジタル化に取組むデジタルトライ２０２３を開始。※以降、毎年度実施。 
 

   令和６年 ２月 市公式ホームページ内にたはらデジタル市役所オンラインサービス特設ページを開設し、オンラインサービス等を分かりやすく提供。 
 

     〃  ４月 財務会計処理の電子決裁開始。田原駅前商業施設ララグラン内に、民間コワーキングスペース（＊）「エスパス e-space」開設。 
 

     〃  ７月 書かない窓口導入（市民課、保険年金課、税務課、赤羽根市民センター、渥美支所）。 
 

   令和７年10月 市業務に電子契約を導入。 
 

   このほか、国全体が進めるＤＸ推進に対応し、マイナンバーカード普及・活用、基幹業務システム標準化、オンライン申請等に取り組んでいる。 
   ※令和４年度～令和７年度の各部ＤＸ取組（Ｒ４予算：２２事業１７７百万円、Ｒ５予算：２４事業３１７百万円、Ｒ６予算：２８事業３３８百万円、Ｒ７予算：３２事業５３４百万円）  
 

 

   【 現 状 評 価 】  リーディングプロジェクト、デジタルトライ、各部ＤＸ推進等において、業務方法の見直しを含め出来ることから実施されています。 
 

 

 

 

1996年～ ● 第4次田原町総合計画 

・部門計画に情報通信分野を新設 

1998年～ ● 田原町地域情報化推進計画 

・目標・整備方針・地域情報化施策を整理 

1998年～ ● 田原町地図情報システム基本計画  

・全庁的なシステム導入のあり方を整理 

1999年～ ● 田原町地域情報化実施計画 

・情報システム・情報拠点・通信基盤整備等 

2002年～ ● 豊橋・田原テレトピア計画 

・CATV、公共施設予約、在宅福祉等 

2008年～ ● 田原市地域情報化計画 ・ICT重点施策の実施 

1970年  ◆ 田原町オフィスコンピューター導入 

1980～1990年代 ◆ 庁内用ワープロ・パソコン等OA機器導入期  

1997年  ◆ 田原町ホームページ（＊）開設   

1998年  ◆ 庁内ＬＡＮ（＊）・独自サーバー整備 

2002年  ◆ 情報センター開設（メディア研修室等2018年閉館）、ＣＡＴＶ（＊）サービス開始 

1990年代 ◆ 各分野情報化対応、田原情報サービスセンター、図書館情報、東三河消防指令等 

2000年代～◆ 携帯電話・スマートフォン（＊）普及拡大期  

2000年代～◆ 電子申請・施設予約・電子入札システム県内自治体共同調達（あいち電子推進協） 

2010年代～◆ 基幹系・行政情報システム、各種ソフトウェア東三河共同調達、校務支援システム 

2015年代～◆ マイナンバーカード  

2021年  ◆ 住民票等コンビニ交付、キャッシュレス決済サービス、行政手続押印廃止 

 取組経過  

田原市ＤＸ推進本部 田 原 市 デ ジ タ ル 社 会 形 成 方 針 （令和７年度改訂版） Ｐ３ 

 主な計画  

Ｄ Ｘ 推 進 度 ラ ン キ ン グ 田 原 市 Ｄ Ｘ 白 書 ２０２２ 

第２次田原市総合計画 田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

デジタルトライ２０２４ ペーパーレス化 実績データ  

田原市総合戦略 

文字上・末尾「＊」印は、資料編（５）用語集に解説 



 

  

 
 
 

 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■本市は、以下の（1）体制構築、（2）基本理念、（3）策定方針、（4）展開手順により、デジタル社会の形成を推進します。 

（3）策定方針 

 

❶ 位置付け 

 

推 進 方 針 第３章 

 

（1）体制構築 

 ・策定方針として、この方針の❶ 位置付け、❷ 推進目標、❸ 方針内容を整理します。  

 

  ● 現方針は、改定版第１次田原市総合計画、田原市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び第４次田原市 
 

行政改革大綱等を踏まえて、デジタル社会構築に必要な事項を、デジタル手続法やデジタル社会形成 
 

基本法、官民データ活用推進基本法等が求める要素を盛り込んで策定しています。 
 

   【 国 】デジタル・ガバメント実行計画、自治体ＤＸ推進計画、デジタル社会の実現に向けた重点計画、世界最先端

デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画、デジタル田園都市国家構想、ＡＩ基本計画等 
 

 

  ● 国は、地方創生推進交付金（デジタル田園都市国家構想推進交付金）などのデジタル活用推進策や地方自治体支 
 

援策等を様々な分野で展開し、愛知県も市町村支援を含めた自治体ＤＸ・地域ＤＸの推進に取り組ん 
 

でいますので、それらの支援策を活用しやすい“柔軟な方針”とします。 
 
 

  ● 現方針を踏襲し、令和７年12月（令和８年１月）に改訂された総務省の自治体ＤＸ推進計画 及び愛知県 
 

のあいちＤＸ推進プラン２０３０ に加えて、第２次田原市総合計画（令和６年３月策定）、デジタル田園 
 

都市国家構想田原市総合戦略（令和６年３月策定）、第５次田原市行政改革大綱（令和７年３月策定）等を加味 
 

した一部修正により、本市のＤＸ展開方法として策定します。 
 

   【 国 】デジタルセキュリティ対策、生成ＡＩ利活用等に関するルールづくり等を強化 

 
 

  推進組織  田原市ＤＸ推進本部  

令和3年2月1日 設置 

 

 

 

  検討組織  田原市ＤＸ検討会議  
令和3年2月18日 設置 

 

 

  研究組織  各種研究会  
内容に応じて随時設置 
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（2）基本理念 

 

 

【内容】デジタル化の推進方針等の策定、推進施策の実施調整、進捗管理等 
 

【構成】組織本部長：副市長、本部員：各部長等 （事務局：総務課・企画課） 
 

【実績】令和２年度：１回開催、令和３年度：４回開催、令和４年度：３回開催 

令和５年度：５回開催、令和６年度：５回開催、令和７年度：４回開催 

 

【内容】デジタル化に必要な調査及び推進計画の検討・立案等 
 

【構成】企画部長・総務部長・関係課長・学識経験者等 （事務局：本部事務局） 
 

【実績】令和３年度：５回 

 

【内容】デジタル関係先進技術等個別事案の調査・研究・試行等   
 

【構成】デジタル技術の導入を検討する関係課職員等 （事務局：総務課ほか） 
 

【実績】❶ ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲ活用推進研究会、❷ キャッシュレス決済推進研究会 

    ❸ 行政手続等オンライン化推進検討会、❹ 公開型ＧＩＳ導入検討会 

    ❺ 書かない窓口導入検討（会議）、❻ 生成ＡＩ等新技術検討（調整） 

 
 

 

（令和３年２月１日 本部決定） 

デジタル技術とデータの活用による 地域の活性化 や 
 

市民サービスの向上 、行政事務の効率化等 の取組に 
 

よって、「誰もが豊かさを享受できる効率的で利便性 
 

の高い地域社会」の実現を目指します。 

文字上・末尾「＊」印は、資料編（５）用語集に解説 



 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・本方針を効果的に展開するため、❶ 全体推進と❷ 個別推進に取り組みます。 
 

 

 

  ● 効果的なＤＸ推進を図るため、次の取組を進めます。 
 

 

  ア  市全体に波及効果が期待できる ＤＸリーディングプロジェクト 設定・推進     ウ  デジタル活用をリードする 職員のデジタルスキル向上と組織体制充実  
 

  イ  市役所が一丸となって具体的な取組を推進する 市役所全体の年度目標等 設定    エ  効果的なＤＸ推進のための 現状・課題調査や白書作成等  
 

 

 

  ● 必要に応じて、各分野又は取組項目ごと、あるいは複数分野等連携の括りで、現状・課題把握、活用ツール、期待効果、達成目標、

取組内容等を 実現プラン として整理し、それぞれのＤＸ推進を図ります。 
 

 

 

 

※他自治体の成功事例等から、効果が着実に見込まれるものは、現状分析等が未了であっても速やかに実施します。 
 

※デジタル特性を活かし、できることから実行し、ＰＤＣＡサイクル（＊）で改善を図ります。 
 

 

  ● 本方針では、次のアからエの４つを推進する上での目標として、各分野の取組を整理します。 
 

 

 

 

ア  地域社会・経済の活性化  ・農業・商業・観光業等において、デジタル活用によって生産性や情報発信力等の向上を図り、 
 

人材不足解消や新たな連携・価値創造により、地域社会・経済の活性化を目指します。 
   

 

 

イ  暮らしやすさの向上  ・福祉・医療、教育・文化、防災・安全等の場面において、デジタル活用によって効率的で便利・ 
 

確実、省力・省資源等を図り、暮らしやすい社会の実現を目指します。  
 

 

 

ウ  行政サービスの向上  ・デザイン思考（＊）による利用者目線の行政サービスを目指し、行政手続オンライン化、情報提供 
 

等による利便性向上とデジタル活用による業務効率化・適正化・コスト削減等に取り組みます。 
 

 

 

エ  効率的なＤＸ推進  ・国の推進策の積極活用、県・近隣自治体等の連携・共同業務等により、効率的にデジタル化を 
 

促進するとともに、市民等のデジタル利用を普及・一般化することで効果拡大を図ります。 
 

 

  ● 本方針の「ア 方針種別」、「イ 取組姿勢」、「ウ 期間」、「エ 内容区分」を定めます。 
 

 

ア  方   針   種   別  ・基本理念及び推進目標を念頭に、本市の地域課題、関連技術の現状・展望及び総務省ＤＸ計画等を踏まえて、行政手続・業務の効率化に留まらず、 
 

防災安全、福祉医療、産業、教育分野等の公共ＤＸ・地域ＤＸについて、内容・展開手順等を整理するものです。 
 

イ  取   組   姿   勢  ・本方針の施策を進めるうえでは、デジタルファースト 、ワンスオンリー 、コネクテッドワンストップ  の デジタル三原則 を基本姿勢として、

効果的に取組を進めます。※デジタル手続法第２条      
 
 

 
 

 

ウ  期         間  ・令和８年度から令和１２年度までの５年間とし、社会変化、技術発展等の状況に応じて随時改訂します。  
 

                     ※国の自治体ＤＸ推進計画は、今回改訂から計画期間は設定しなくなった。第２次田原市総合計画基本構想等期間：令和６～１５年度。 
 

 

エ  内   容   区   分  ・本方針の取組は、 全体推進策４区分、分野別推進策６分野及び共通基盤推進策２分野 の区分ごとに内容

を整理します。 

 

○ デ ジ タ ル フ ァ ー ス ト ： 個々 の手続・サービスが一貫してデジタルで完結 

○ ワ ン ス オ ン リ ー ： 一度提出した情報は、二度提出することを不要 

○ コネクテッドワンストップ ： 民間サービスを含めて、複数の手続・サービスをワンストップで実現 

 デジタル  

 三 原 則  

■ 全 体 推 進  ① 、② 、③ 、④ 

 
 

■ 分  野  別  ① 防災安全（防災・防犯安全・消防等）、② 福祉医療（子育て・介護・医療等）、③ 産業経済（農・漁・商・工・観光業等）、

④ 教育文化等（教育、文化、スポーツ等）、⑤ 生活交流等（生活基盤、環境、移動等）、⑥ 行政活動  
 

■ 共 通 基 盤  ① 情報基盤等、② 制度体制等 

（4）展開手順 

 

 
 

❶ 全体推進 

 

 

❷ 個別推進 
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❷ 推進目標 

 

 

❸ 方針内容 

 

デジタル社会の実現に向けた重点計画（デジタル庁） 

デジタルにより目指す社会の姿のイメージ画像 

田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

文字上・末尾「＊」印は、資料編（５）用語集に解説 



 

  

 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■本市の (1) 活用したい資源・解決すべき課題に対して、(2) 効果が期待できるデジタルツール、(3) デジタル利用上の共通課題や

(3) デジタル活用による期待効果を整理します。 
 

 
 
 

現状確認・期待効果 第４章 

（1）活用したい資源・

解決すべき課題 

 

 ・活用した資源と解決すべき課題として、❶ 市の現状 、❷ 魅力資源・課題 、❸ デジタル活用状況 を示します。 
 

 

 

  ● 市の概要データ 
 

  ・本市は、海に囲まれた自然豊かな渥美半島にあって、活発な農業・製造業等による産業都市ですが、

市制施行後は、平成１７年をピークに人口減少が続く中、高齢化率の上昇、生産年齢人口や年少人口

の急速な減少が進行しています。 
 

      

      

      

      

 

 

 

 

 
  ・市域が広く、交通網や公共交通も十分でないため、

行政サービス等オンライン化が期待されています。 
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◆行 政 面 積  １９１ｋ㎡ （内訳：農用地６３・森林５３・宅地２３・その他５２：単位ｋ㎥）・東西延長約３０ｋｍの半島地形 
 

 

◆総   人   口  ５９，３６０人 ［Ｒ２国勢調査］←６６，３９０人［Ｈ１７国勢調査］  １５年間で△７，０３０人(△１０．６％) 
 

 

◆生産年齢人口 (15～64歳人口割合)  ３３，４５３人 （５６．４％）［Ｒ２］← ４３，３８６人（６５．４％）［Ｈ１７］ 
 

 

◆高齢化率 (65歳以上)  ２８．１％ （１６，６９８人)［Ｒ２］← １９．９％［Ｈ１７] ◆要介護・要支援認定者  ２，４７０人 ［Ｒ７年３月末］ 
 

 

◆農 業 産 出 額  ８９１億円 ［Ｒ５市町村別農業産出額］  農家数  ３，５３５戸  基幹的従業者数  ７，２１７戸 ［［Ｒ２農林業センサス］ 
 

 

◆商業事業所数  ５３６     従業員数   ３，４９２人 ・   年間商品販売額  １，０２７億円 ［Ｒ５経済センサス・活動調査］ 
 

 

◆工業事業所数   ７６     従業員数  １３，２００人 ・   製造品出荷額等  １兆７，９１０億円 ［Ｒ４経済構造実態調査］ 
  

  

◆観光地点等入込者数  ２３５万人     年間宿泊者数  ３３万人 ・［Ｒ６市調査］ 

 

 

 

❶ 市の現状 

 

 

❷ 魅力資源・課題 

 

 

  ● デジタル技術で“活用したい魅力資源・活動”や“対処すべき地域課題”の例  
 

～ デジタル技術の活用により、魅力資源の 

価値を高めて、効果的に課題解消に取り組む ～ 

将 来 人 口 推 計  2020年 人 口 構 成 

文字上・末尾「＊」印は、資料編（５）用語集に解説 



 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 ・課題解決に活用が期待できるデジタルツール（ハードウェア、ソフトウェア等）の例を示します。 
 

ア  デジタルデバイス  パソコン、スマートフォン、タブレット
＊

等 キ  基本ソフトウェア  各種デバイス
＊

のオペレーティングシステム
＊

 ス  セキュリティツール  ウイルス対策
＊

ソフト、ＶＰＮ
＊

、ＵＴＭ
＊

等 
 

イ  通信基盤  光・ＣＡＴＶ・ＬＧＷＡＮ
＊

等有線回線、Ｗｉ－
＊

Ｆｉ等 ク  通信ソフト  電子メール、Ｗｅｂ
＊

ブラウザ、ファイル転送ソフト等 セ  電子認証・ＱＲコード等  電子認証
＊

、バーコード
＊

、ＱＲコード等 
 

ウ  データ基盤  専用サーバー
＊

、クラウド
＊

サーバー、記録メディア
＊

 ケ  基幹系システム  自治体基幹系システム、企業基幹系システム等 ソ  キャッシュレス決済  クレジットカード、電子
＊

マネー、ＱＲ決済
＊

等 
 

エ  センシング  温度・水位・人感センサー
＊

、リモートセンシング
＊

等 コ  アプリ  文書作成、計算、判定、分析、情報連絡、自動応答等 タ  データ活用  ＧＰＳ
＊

、公開型ＧＩＳ、人流
＊

データ、アーカイブ
＊

化等 
 

オ  スマート家電等デジタル機器  ＩｏＴ
＊

機器、ドローン
＊

、ロボット
＊

等 サ  デジタル化ツール  ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡ、ＢＩ
＊

ツール等 チ  生成ＡＩ  文書・画像・動画・音声生成、アイデア検索等 
Ｖ 

カ  ＩＣカード  マイナンバーカード、交通系・地域ポイントカード等 シ  オンラインツール等  電子申請、ＳＮＳ
＊

、会議、診断、決済等 ツ  その他ツール  生体
＊

認証、メタバース
＊

、ＶＲ
＊

ゴーグル等 

 

 
 

 ・デジタル化を進める上で、共通して認識・対応が必要なものを示します。 
 

ア  情報セキュリティ対策  情報セキュリティ
＊

等 オ  データ基盤構築  データ・アーカイブ化等 ケ  導入環境の整備  体制・ルールづくり等 ス  デジタル弱者等対応  機器普及,取扱平易化等  
 

イ  データ保護・整理  データ適正管理等 カ  データ活用力  ＥＢＰＭ
＊

、データ分析能力等 コ  導入・維持コスト  デバイス・システム等 セ  デジタルサービス利用拡大  ＨＰ、アプリ等 
 

ウ  個人情報保護  個人情報適正管理等 キ  従来業務・習慣見直し  ＢＰＲ
＊

等  サ  導入契機づくり  市率先導入、導入支援策 
 

エ  情報真正性等管理  本人認証、公式情報等 ク  情報インフラ整備  更新・強靭化等 シ  デジタル化非完結処理対応  ＡＰＩ
＊

連携等 
 

 

 ・単にデジタル化が目的ではなく、何のために導入し、何が得られるのかを示します。 
 

ア  情報伝達・確認等の効率化  省力化・迅速化等 エ  人間機能の補強・代替  人手不足解消、負担軽減等 キ  省エネ・省資源化  コスト・環境負荷減等 
 

イ  大量処理の効率化  省力化・迅速化、正確性向上等 オ  センサー等による自動化  正確性向上、情報高質化等 
 

ウ  業務処理の自動化  安定性・安全性向上、常時対応等 カ  オンラインによる遠隔対応  移動負担減、多様な働き方等 
 

 
 

 

（4）デジタル活用に 

よる期待効果 

 

（3）デジタル利用上 

の共通課題 

 

（2）効果が期待できる

デジタルツール 

 

  ● 市民のデジタル活用状況１（各種調査結果）                         ● 市民のデジタル活用状況２（令和4年7月・令和7年7月市民意識調査）※ 令和７年調査数値（令和４年調査と大きな変化なし） 
 

  ・市内各世帯保有の情報通信機器は、スマートフォン（＊）が８８％で固定電話の７７％を上回っています。 
 

  ・本市のマイナンバーカード保有率は、令和７年度に８０％を超えました。 
 

 
 

 
 

  

 
  ● 事業所のデジタル活用状況（令和4年7月・令和7年7月市民意識調査）※ 令和７年調査数値（令和４年調査と大きな変化なし） 

 

 

                                             ● 農業者のデジタル活用状況（令和4年7月・令和7年7月市民意識調査）※ 令和７年調査数値          
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❸ デジタル活用状況 

 
 

 

◆情報通信機器の世帯保有率   全国値９７．４％ （スマートフォン、パソコン、電話、ＦＡＸ等）［Ｒ６情報通信白書］ 
 
 

◆スマートフォン世帯保有率   全国値９０．６％ ［Ｒ６総務省調査］ 個人保有率 ８０．５％［Ｒ５総務省調査］ 
 

田原市８８．３％ ［Ｒ７市民意識調査］←８５．２％［Ｒ４］ 田原市：固定電話がある世帯  ７７．１％  ＷｉＦｉがある世帯  ７３．０％  
 
 

◆マイナンバーカード保有率   全国値８０．３％   田原市８０．９％ ［Ｒ７年１１月末国調査］ 
 

 

 

 

 

 

オンライン申請５１％、オンラインショッピング４２％、自動運転４１％、オン

ライン診療３０％、ＩＣカード（＊）・オンライン決済２２％等と続く。 

 

 

連絡８８％（８３％）、情報取得７７％（７１％）・発信２０％（１６％）、写真保存・加工６２％

（５２％）、買い物・販売・予約等５７％（５４％）、動画・ゲーム・音楽５７％（４８％）、金融

等取引３７％（３０％）、仕事・勉強３４％（２８％）等と続く。（ ）＝Ｒ４調査 

デジタル社会への期待 

スマホ・パソコン等の 

使用目的 

 
 

個人情報漏洩・不正利用５３％、詐欺等犯罪被害５３％、使える人使えない人の

格差４４％、情報の信頼性２４％、費用負担１７％等と続く。 
デジタル社会への不安 

 

人材確保・育成３４％、デジタル化対応２０％、新分野進出１７％、新技術・新商品

開発１４％、マーケティング・販路開拓等１５％、経営方針見直し１５％等と続く。 
今後重視したい取組 

 

ネットワーク利用３９％、電子的受発注３７％、業務ペーパーレス化等２７％、

クラウドサービス利用２２％、営業活動１７％、テレワーク（リモートワーク）１５％等と続く。 
デジタル活用の現状 

 

電子的受発注３２％、ＱＲ入力等３２％、営業活動２９％、業務ペーパーレス化等

２７％、マーケティング・販路開拓等２９％、クラウドサービス利用２４％等と続く。 
今後、取り組みたい 

デジタル活用 
 

対応できる人材がいない３４％、対応時間不足２７％、スキル・ノウハウ不足２４％、取り

組み方が不明２４％、費用不足２２％、成果・収益が見込めない１５％等と続く。 
デジタル化に取り組む 

上での課題 

 

 

重要度＝非常に重要・重要７４％（５７％：大きく増加） 

満足度＝満足・やや満足１５％（数値なし）、不満・やや不満２０％（４５％） 
（ ）＝Ｒ４調査 

 

 

労働力確保５２％、産物価格安定４１％、行政支援２８％、品目・品種選択２８％、

設備投資２６％、農地確保１７％、ＩＣＴ・省力化機械等導入１１％等と続く。 

ＩＣＴや省力化機械等の 

導入支援によるスマート農業 

農業経営で重要と考えること 

 

補助金制度５４％、活用事例・技術導入等セミナー３９％、優遇税制２９％、

人材育成セミナー１５％、人材派遣制度１０％等と続く。 
デジタル技術の活用で 

国・県・市に期待すること 

Ｐ７ 文字上・末尾「＊」印は、資料編（５）用語集に解説 



 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

推 進 施 策 第５章 

 

 

 

 
 

■デジタル活用を推進するため、(1) 全体推進策、(2) 分野別推進策と(3) 共通基盤推進策に取り組みます。  
 

 
 
 

（1）全体推進策 
   

 ・次の全体推進策により、効果的なＤＸ推進を図ります。また、市役所各部署の業務を通じて、地域社会の各部門のデジタル活用を促進します。 
 
 

 

  

  ● 市全体に波及効果が期待できるリーディングプロジェクト  
 

                     出張申請受付・交付窓口（書かない窓口）充実等による交付率向上、本人認証、健康保険証、運転免許証、

情報確認・電子申請等オンラインサービス（マイナポータル）、証明書コンビニ交付、図書館カード利用、

救急時利用など、デジタル基盤ツールとして保有促進（取得・更新等）・活用を図ります。 
 

 国・民間等の取組実績  マイナンバー本人認証：金融機関、不動産、マッチングアプリ、イベント入場等に利用。 

 

                            令和６年２月 市公式ホームページに開設した特設コーナーで、市役所にいかなくても、

３６５日・２４時間・どこからでも利用できる行政サービスの提供と業務の効率化を目指し、内容の

充実・利用拡大を進めます。 
 

                      情報セキュリティ体制構築、セキュリティポリシー（＊）策定、セキュリティ対策の基盤整備、職員

研修等により、市民等の保有情報をサイバー攻撃（＊）、不正アクセス（＊）、改ざん、漏えい等の脅威

から守り、保有情報を維持・保護に取り組みます。※必要に応じて個別分野のセキュリティ対策の実施 
 

                     情報通信技術（デジタル機器）を利用できる人とできない人の間に生ずる“市民の情報格差”を解消

し、誰もがデジタル化の恩恵を受けられるように、利用者のスキル向上を支援する高齢者スマホ講

座等開催や機器・通信環境整備を進めます。 

 

❶ ＤＸリーディング 

プロジェクト 
 

 

❷ 市役所全体の 

年度目標等 
 

 

❸ 職員の  

向上と組織体制充実 
 

 

❹ 現状調査・白書作成 

等 
 

田原市ＤＸ推進本部 田 原 市 デ ジ タ ル 社 会 形 成 方 針 （令和７年度改訂版）

 

 

 

 

Ｐ８ 

マイナンバーカード図書館利用 

たはらデジタル市役所 

高齢者スマホ教室 

ペーパーレス

化の実績 

デジタル清掃デー 

職員研修 ＩＴパスポート試験 オンライン研修 

ＤＸ白書２０２２ 全職員アンケート調査 

ア  マイナンバーカード    
 

 

  
 
 

イ  市役所    

 
 
 

ウ  情報セキュリティ対策   

 

 
 

エ  デジタルデバイド対策   

   

  ● 市役所が一丸となって具体的な取組を推進する市役所全体の年度目標等  
 

                     令和５年度からデジタル活用を推進するための取組として、全庁目標とその実現に資する各部目標

を設定し、各取組の状況を情報共有しながら、市役所全体のＤＸ推進に取り組みます。 
 

 

              ・2023～2025年度全庁目標：ペーパーレス化（＊） 各部等は、全庁目標を実現するための取組目標を設定 
 

 

                 【成果数値】 

                    本庁印刷枚数 = Ｒ４年度７０７万枚からＲ６年度５９７万枚、１１０万枚の削減（▲１６％） 
 

                    行政文書の電子決裁率 = Ｒ４年度３１％（文書）からＲ６年度５５％（文書・財務会計）、２４％上昇  
 
  

      所属課（ネットワークサーバー等）・職員個人（配備パソコン）等保有データの定期的な整理・削除に取り組む

「デジタル清掃デー」を設けるなど、データ保有の適正化に取り組みます。 
 

 
 

     

  ● デジタル活用をリードする職員のデジタルスキル向上と組織体制充実  
 

                    研修や専門情報提供・自主学習支援等による市職員のデジタルリテラシー向上や、外部人材の活用

によるＯＪＴ（＊）等、職員のデジタルスキル向上（主体的に取り組むデジタル人材育成）に取り組みます。 
  

                    本市の展開に応じたＤＸ担当部課等や全庁組織横断的に活動する体制（推進本部、研究会等）の充実に

よる効果的な推進体制の構築を図ります。 
 

 

 
 

  
   

  ● 現状調査・白書作成により、効果的なＤＸ推進  
 

\\\   ア                 市民意識調査（市民・事業者等に対して３年ごと実施）、職員アンケート・各課デジタル導入等状況調査（随時）、

国・県等によるデジタル関係調査等により、本市の現状把握に取り組みます。 
 
 

                     定期的（３年～５年間隔）に、本市ＤＸの現状・課題を把握・取りまとめたＤＸ白書等の作成・公表し、

その状況を踏まえて取組を推進します。 

マイナンバーカード保有率等 

市民意識調査 

デジタルトライ全庁目標 デジタルトライ各部等目標 

マイナポータル各種情報閣員画面 

   

  
 

   ア  デ ジ タ ル ト ラ イ   

 
 

 

              
 

 

             

       
 

        
 
  

   イ  保存データ適正化  

   

  
 

   ア  市 職 員 研 修 等   

      
  

   イ 組 織 体 制 充 実   
 

 

 
 

     

  
 

\\\   ア  現 状 ・ 課 題 調 査     

  
 
 

   イ  Ｄ Ｘ 白 書 等 作 成    

文字上・末尾「＊」印は、資料編（５）用語集に解説 



 
 
 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 
 
 

 
 

 

 

 

 
 

 
 
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

災害・火災・事故・犯罪等被害の回避・最小化・復旧等の適切な対処等  
 

迅速かつ的確な現状把握や情報収集・提供・伝達、効果的な対策、業務処理の効率化等  
 

(a) 情報発信・連絡等  … 市民等が必要とする情報提供・周知、市民と行政等の緊急連絡、市民等からの情報収集等 
 

(b) 現状把握・監視等  … 各種センサー、カメラ、ドローン等による危険個所等のオンライン確認・監視等 
 

(c) 予防・業務対応  … 防災、被災、安全確保、防犯、火災・事故・救急対応等のデジタルツール・データ活用等 
 

地図情報サービス たはらｅマップ (R4～)、行方不明者捜索ＱＲラベル どこシル伝言板 (R4～)、特殊詐欺対策装置購入補助金（R4～）、 
 

防災アプリ 田原市防災 (R6～)、マイナ救急（R7試行）、ワンコイン浸水センサー（R7実証実験）、等々  
 

 国県・民間等の取組実績  防災ＤＸサービスマップ（デジタル庁等）、愛知県警察防犯アプリ  アイチポリス 、等  々
 

災害避難所顔認証・混雑状況等情報提供、衛星インターネットサービス（Starlin）、罹災証明書オンライン申請、等々  
 

 

 

・❶ 防災安全 、❷ 福祉医療 、❸ 産業経済 、❹ 教育文化等 、❺ 生活交流等 、❻ 行政活動 の ６分野 で、公共ＤＸ・地域ＤＸの実現イメージ、期待効果、取組

推進業務、主な取組実績、先進活用例等を列挙します。 

 

（2）分野別推進策 

 

❶ 防災安全分野 
 （防災、安全、消防等） 

 

 

❷ 福祉医療分野 
 （子育て・介護・医療等） 

 

 

❸ 産業経済分野 
 （ ） 

 

 

子育て、各種福祉対応・介護、疾病予防・治療等健康維持等の充実・利便性向上等  
 

効果的な情報提供、情報連携による処置・業務の効率化、手続負担軽減、移動制約対応等  
 

(a) 情報発信・連絡等  … 対象者・関係者等への情報提供・収集・連絡等 
 

(b) データ化・連携・活用 … 電子カルテ、健康診断、処方箋、要支援等の様々 な分野のデータ化・連携・活用等 
 

(c) 遠隔診療・相談・申請等 … オンラインによる診療、相談、ミーティング、申請等 
 

(d) 業 務 対 応  … サービス給付・保護・支援業務等のデジタルツール・機器活用等 
 

公的病院電子カルテ（＊）導入(R3支援)、妊娠・出産・子育て総合相談窓口 すくっとＬＩＮＥ（＊）(R4～)、みえる通訳システム(R4導入)、 
 

保育園等連絡アプリ ＣoＤＭＯＮ (R4導入)、国民年金オンライン申請（R4～）、認知症簡易チェックサイト（R7～）、等々  
 

 国県・民間等の取組実績  マイナ保険証（厚生労働省）、オンライン資格確認（厚生労働省等）、介護ＤＸ（厚生労働省）、等々  
 

健康データ管理・通知アプリ、オンライン診療、福祉相談記録ＡＩツール、等  々
 

00 

 

地域産業におけるインターネット系情報発信・販売、ＩＴ活用等による業務効率化・省力化等  
 

自動化・効率化・省力化・高品質化等による生産性・売上等向上、担い手確保・経営維持等  
 

(a) 情報発信・連絡等  … 対象者への情報の提供・収集・連絡等  
 

(b) デ ー タ 活 用 等  … 生産・販売等に係る様 な々データ（消費行動・人流データ含む）のオンライン収集・活用等 
 

(c) 生産・業務対応   … 生産・創造・流通・販売・顧客サービス等のＩＴシステム・ＩoＴ機器・生成ＡＩ活用等 
 

(d) 雇用・人材確保   … 就業対象者、求人事業者への情報の提供・収集・連絡、担い手・人材育成等 
 

(e) ＥＣ（電子商取引）（＊） … インターネット上で広く商品・サービス等を売買（企業・消費者、企業同士、個人同士等） 
 

(F) 出 納  … キャッシュレス決済による会計処理の効率化・迅速化、ポイント活用による地域活性化等 
 

スマート農業促進(R4導入支援～)、たはら企業フェア（R3オンライン～）、プレミアム付デジタル商品券(R3～)、農家台帳標準化(R5)、 
 

宿泊施設通信環境整備（R5支援～）、観光デジタルマップ・スタンプラリー(R6～)、商工観光業ＤＸ促進プラン2025 (R6)、農地利 
 

用Ｗｅｂ検索サービス  未来の農地マップ （R7）、等  々
 

 国県・民間等の取組実績  農林水産省共通申請サービス ｅＭＡＦＦ 、スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サ

ポート緊急対策事業（農林水産省）、デジタル化・ＡＩ導入補助金（中小企業庁）、観光デジタルマーケティング推進事業（愛知県）、デ

ジタル人材育成支援事業（愛知県）、等々  
 

衛星画像活用農地管理、観光まちづくりの人流データ活用、電子地域通貨（＊）・地域ポイント（石川県等）、全国の観光地・観光産

業における観光ＤＸ推進事業、等  々
 

00 

 

 

田原市ＤＸ推進本部 田 原 市 デ ジ タ ル 社 会 形 成 方 針 （令和７年度改訂版）

たはらｅマップ 田原市防災アプリ どこシル伝言板 

す く っ と ＬＩＮＥ相談 連絡アプリＣoⅮＭＯＮ 見える通訳 

Ｐ９ 

特殊詐欺対策装置購入補助金 マイナ救急 

あいち健康プラス（連携） 

ワンコイン浸水センサー 

認知症簡易チェック（市ＨＰ） 国民年金オンライン申請 

デジタルスタンプラリー 

スマート農業（自動操舵） スマート農業紹介（広報たはら） 

観光デジタルマップ 

商工会公式ＬＩＮＥ 

 

ア  実現イメージ   
 

イ  期 待 効 果   
 

ウ  取組推進業務   
 

 
 

 

エ  主な取組実績   
 

 
 

 

 

 

オ  先進活用例等   
 

 

ア  実現イメージ   
 

イ  期 待 効 果   
 

ウ  取組推進業務   
 

 
 

 
 

 

エ  主な取組実績   
 

 

 

 
 

オ  先進活用例等   
 

 

防災・被災対応、防犯 

・被害対応、交通安全 

・事故対応、救急、防

火・消火、行方不明者

捜索等 

 

子育て支援、児童・障

害者・高齢者等福祉、

健康維持・増進、疾病

予防・治療医療等 

 

ア  実現イメージ   
 

イ  期 待 効 果   
 

ウ  取組推進業務   
 

 

 

 

 

 
 

 
 

エ  主な取組実績   
 

 

 

 
 
 

 

 
 

オ  先進活用例等   

 

農業、水産業、商業、

工業、観光業、その他

サービス業等 

プレミアム付デジタル商品券 たはら企業フェア 

た ま ぽ カ ー ド 

未来の農地マップ 

文字上・末尾「＊」印は、資料編（５）用語集に解説 



 
 

 
 
 

 

 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 
 

  

❹ 教育文化等分野 
 （教育、文化、スポーツ等） 

 

 

❺ 生活交流等分野 
（ ） 

 

 

❻ 行政活動分野 
 

 

学校教育、各種学習、文化芸術・スポーツ、生きがい活動におけるＩＣＴ活用による充実・活性化等  
 

効果的な情報提供、機会拡大、活動環境・利便性向上、参加者・担い手等確保、業務処理の効率化等  
 

(a) 情報発信・連絡等  … 必要情報の提供（検索対応）・収集、児童等対象者への情報連絡等  
 

(b) 遠隔学習・参加・申請等 … オンラインによる学習・講座・イベント参加・ミーティング・申請等  
 

(c) 資源等管理・業務対応  … 資料等デジタルアーカイブ化・管理・活用等、各種業務・施設等のデジタル活用等  
 

(d) 新たな文化創造等  … バーチャル空間利用、デジタルアート、ｅ‐スポーツ（＊）等  
 

小・中学校ＧＩＧＡスクール（＊）（更新）、図書館管理システム・マイナンバーカード利用等(R6)・ＡＩセルフ貸出（R7）・たはら学校電子図書館 
 

（R7）・スマホ利用券（R7）、博物館デジタル化(R4)、各種イベント・講座等オンライン申請（変更：R4）、各種クラウドファンディング（＊）、等々  
 

 国県・民間等の取組実績  ＧＩＧＡスクール構想・校務ＤＸ（文部科学省）、文化芸術デジタル基盤強化・活用促進事業（文

化庁）、ミュージアムＤＸ（文化庁）、ｅ‐スポーツ大会、イベントライブ配信、デジタルチケット、等々  
 

バーチャル教室・体験イベント、顔認証フリーチケット（＊）、デジタルアート、等々   

 

共助・市民活動・交流・仕事・生活環境・自然環境維持等におけるＩＣＴ活用による充実・活性化等  
 

情報連絡・関係構築等の円滑化、生活利便性向上、多様な働き方・定住促進、業務処理の効率化等  
 

(a) 情報発信・連絡等  … コミュニケーション円滑化、情報提供（プッシュ通知・検索等）、交流・連携等  
 

(b) デ ー タ 活 用 等  … 地域コミュニティ・生活環境・自然環境等に関するデータの収集・管理・活用等 
 

(c) 遠隔相談・申請等  … 施設・公共交通オンライン予約、オンライン申請・相談・ミーティング等  
 

(d) テレワーク（＊）  … 自宅・コワーキングスペース・療養地等でＩＣＴ活用による勤務等  
 

(e) 業 務 対 応  … 組織運営・業務処理等のデジタル活用等  
 

(f) 出納・資金管理  … ＩＣ活用、キャッシュレス決済、インターネットバンキング等  
 

ごみ分別アプリ さんあ～る （H29）、中山自治会公式ＬＩＮＥ(R4)、市公式Instagram（＊）、斎場予約システム(R3)、ぐるりんミニ 
 

バス中山線デマンド運行（＊）（R7試行）、等々  
 

 国県・民間等の取組実績  ペットのマイクロチップ登録(R4)、東三河 ＭａａＳ（＊）いこまい （R6）、民間路線バスＩＣ 
 

カード乗車（R6）、地図検索アプリ、金融機関オンラインバンキング、オンラインショッピング、フリーマーケットアプリ、等  々
 

自治会電子回覧板（＊）、シェアリングエコノミー（＊）、自動運転バス（＊）、等々  
 

00 

 

デザイン思考・デジタル化による市民サービス向上と業務効率化、施設等適正管理、経費の削減等  
 

サービス利便性、業務効率化、公共施設等管理の効果・効率性・省力化の向上等  
 

(a) 情報発信・連絡等  … 行政情報提供・検索、個人通知、コミュニケーション、業務案内等 
 

(b) デ ー タ 処 理 等  … ＡＩ‐ＯＣＲ等デジタルデータ化、ＲＰＡ・ＢＩツール等活用、公開型ＧＩＳ整備等  
 

(c) 施設・業務管理  … グループウェア（＊）・生成ＡＩ・ノーコードツール（＊）・各種システムの活用等 
 

(d) 窓 口 ・ 問 合 せ  … 市役所等受付窓口申請自動入力、電話問合せＡＩ対応等のデジタル活用 
 

(e) 遠隔会議・申請等  … オンラインミーティング・相談・申請・届出、遠隔監視・操作、電子入札等 
 

(f) 出 納  … 公共料金等納付の利便性向上・収納率向上等（口座振替、クレジットカード、電子マネー等） 
 

ＲＰＡ・ＡＩ‐ＯＣＲ(R2)、住民票等コンビニ交付(R2)、ビジネスチャット（＊） ＬｏＧｏチャット (R2)・ＬＧトーク （R7）、手数料等キャ 
 

ッシュレス決済(R3)、オンライン申請 ＬｏＧｏフォーム (R4)、公開型ＧＩＳ たはらｅマップ (R4)、引っ越しワンストップサービス（R4）、 
 

ＡＩ会議録作成支援システム(R4)、道路点検ＡＩシステム(R4)、書かない窓口（R7）、等々   
 

 国県・民間等の取組実績  マイナポータル（デジタル庁）、eＬＴＡＸ地方税ポータルシステム、登記・供託オンライン申

請システム（法務省）、道路異常ＬＩＮＥ通報（国土交通省）、オンライン制度説明会、等々  
 

ノーコードツール活用、ＡＩ電話対応、各種業務生成ＡＩ活用、施錠管理、遠隔監視、等々   
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図書館ＡＩセルフ貸出 図書館スマホ利用券 博物館収蔵品データベース 

文化財包蔵地マップ 博物館インスタグラム イベント参加オンライン申請 

自治会公式ＬＩＮＥ たはらくらしInstagram 

公共交通デマンド運行 斎場オンライン予約システム 

ごみ分別アプリ 

ＬＧトーク（パソコン画面） ＬｏＧｏフォーム（パソコン画面） 引っ越しワンストップ 

個人住民税電子申請 年金電子マネー払い 田原市グループウェア 

 

ア  実現イメージ   
 

イ  期 待 効 果   
 

ウ  取組推進業務   
 

 

 
 

 
 

エ  主な取組実績   
 

 
 
 

 

 

オ  先進活用例等   
 

 

学校教育、生涯学習、

スポーツ、歴史文化、

その他文化活動 

 

地域コミュニティ、生

活環境、自然環境、働

き方・暮らし方、地域

交流、国際交流・多文

化共生、公共交通、金

融、その他生活基盤等 

 

ア  実現イメージ   
 

イ  期 待 効 果   
 

ウ  取組推進業務   
 

 

 

 
 

 

 

 

エ  主な取組実績   
 

 

 

 

 

 

オ  先進活用例等   
 

 

ア  実現イメージ   
 

イ  期 待 効 果   
 

ウ  取組推進業務   
 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

エ  主な取組実績   
 
 

 

 

 
 

 
 

オ  先進活用例等   

 

 

各種公共サービス、公

共施設・インフラ等管

理・運営、税等徴収・

公金管理、その他自治

体運営等 

ＧＩＧＡスクール整備 小中学校ホームページ・ブログ 中学校リモート始業式 

路線バスＩＣカード乗車 

東三河 ＭａａＳ い こ ま い 

公式ＨＰ内デジタル市役所 書かない窓口システム 国土交通省ＬＩＮＥ通報 

文字上・末尾「＊」印は、資料編（５）用語集に解説 



  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（3）共通基盤推進策 

 

 

 

・共通基盤の ❶ 情報基盤 、❷ 制度体制等 の２分野で、実現イメージ、期待効果等、取組推進業務、主な取組実績、先進活用例等を列挙します。 

 

❶ 情報基盤分野 

 

 

❷ 制度体制等分野 

 

 

デジタル機器・データ処理等が不自由なく利用できる社会インフラとしての官民情報基盤の充実等  
 

社会全体の効率化、冗長化等による強靭化、共通化による効率化、省エネ・省資源等  
 

(a) 民間情報基盤   … 情報通信ネットワーク、情報通信サービス、公衆無線ＬＡＮ、コワーキングスペース等 
 

(b) 行政情報基盤   … ＬＧＷＡＮ、ガバメントクラウド、基幹系システム標準化、公共施設公衆無線ＬＡＮ等 
 

(c) デジタル機器   … パソコン、スマホ、タブレット、ＩｏＴ機器、センサー等 
 

(d) ソフトウェア等  … ＯＳ、セキュリティ機能、認証システム、ノーコードツール、アプリ、データベース等 
 

(e) 共同・連携基盤  … クラウドサービス、各種情報プラットフォーム等 
 

※ (1) 全体推進策 ❶ ＤＸリーディングプロジェクト等の内容項目の再掲含む。 
 

公共施設等公衆無線ＬＡＮ（＊）、マイナンバーカード交付業務、基幹業務システム標準化(R7～)、ｅあいちオープンデータ（＊）、 
 

東三河オープンデータ、等  々
 

 国県・民間等の取組実績  民間光回線整備（＊）、民間５Ｇサービス（＊）、民間衛星携帯電話（＊）、共通認証システムＧビズ 
 

ＩＤ（デジタル庁）、デジタルマーケットプレイス（デジタル庁）、ＣＡＴＶティーズ、民間コワーキングスペースｅ－ｓｐａｃｅ（R6～）、等々  
 

都市ＯＳ（＊）構築、スマートシティ推進基盤、政策ダッシュボード（＊）神戸データラボ 、等々  
 

00 

 

デジタル活用を前提とした自由・安全・効果的な社会を構築する制度見直し・推進体制確立等  
 

促進等制度・推進計画による統一的・一体的な取組、役割分担・連携による効果的推進・進捗管理等  
 

(a) 促 進 制 度 等  … 国県と連携したＤＸ促進・問題解消・新技術導入・管理・抑制のルール整備等 
 

(b) 方針・計画等  … ＤＸを効果的に推進する方針・ビジョン・各種計画策定等 
 

(c) 推 進 組 織  … デジタル活用を展開するための組織等の設置・運営等 
 

(d) セキュリティ対策  … 現状分析、技術確立、インシデント（＊）対応、研修・人材育成、体制構築等 
 

(e) 情報弱者対策（＊） … デジタル機器操作講習、スマホ等情報機器・アプリ普及によるデジタルデバイド対策等 

 

※ (1) 全体推進策 ❶ ＤＸリーディングプロジェクト等の内容項目の再掲含む。 
 

市関連条例・要綱等改正(R2～)、田原市ＤＸ推進本部(R2)、田原市デジタル社会形成方針（R3）、第５次田原市行政改革大綱（R6）、 

あいち電子自治体推進協議会、東三河共同調達、市機構改革(R8)、等  々 
 

一社）ＡＩＣＴコンソーシアム（会津若松市）、蒲郡市まちづくりＤＸ推進コンソーシアム、等々   
 

 

 

 

 

 

マイナンバーカード 

ケービルテレビ「ティーズ」 ５Ｇ 

デジタル庁ダッシュボード ＧビズＩＤ 東三河オープンデータ 

公衆無線ＬＡＮ 

田原市ＤＸ推進本部 田 原 市 デ ジ タ ル 社 会 形 成 方 針 （令和７年度改訂版） Ｐ11 文字上・末尾「＊」印は、資料編（５）用語集に解説 

 
 

 

 

ア  実現イメージ   
 

イ  期 待 効 果   
 

ウ  取組推進業務   
 

 

 
 

 

 

 

 

エ  主な取組実績   
 
 

 

 
 

 

 

オ  先進活用例等   
 

 

ア  実現イメージ   
 

イ  期 待 効 果   
 

ウ  取組推進業務   
 

 

 
 
 

 

 

 

エ  主な取組実績   
 

 
 

オ  先進活用例等   
 

 

 

 ■ 方針検討組の設置 … 令和３年２月 田原市ＤＸ推進本部〔本部長：副市長、本部員１１名：関係部長、事務局：企画課・総務課〕、田原市ＤＸ検討会議〔座長：企画部長、委員２１名：関係課長、オブザーバー２名〕 
 

 ■ 当初方針検討経過 … 令和３年２月：本部会議・検討会議、同５月：検討会議、同８月：検討会議、同１１月：検討会議、令和４年１月：本部会議、同２月：方針案パブリックコメント実施、同３月：本部会議・検討会議（方針確定） 
 

 

 ■ 方針改訂の進め方 … ❶ 当初方針の内容を継続して期間延長するが、現状変化がある部分は一部修正する。※基本的な部分は、当初方針と同様であるため、パブリックコメント等は行わない。 
 

               ❷ 内容を要約・整理し、簡潔な記述に変更（当初方針：Ａ４縦長５１ページ → 改訂方針：Ａ４横長１５ページ程度）。 
 

 ■ 改訂作業の経過等 … ❶ 令和７年６月：本部会議（進め方）  ❷ 同９月：本部会議（進め方変更）  ❸ 同１２月：本部会議（改訂案確認）  ❹ 令和８年２月１７日：学識者内容確認・助言等（改訂案修正）  ❻ 同３月１６日：本部会議（改訂案確定） 
※ 学識者：名古屋大学社会システム情報学科メディア社会系准教授 遠藤守 氏 

 

 
 

 

 

情報インフラ整備、デ

ジタル機器・ソフトウ

ェア等開発等、その他

情報基盤等 

 

促進・抑制等制度、方

針・計画等、促進組織

等、情報セキュリティ

対策、情報弱者対策等 

民間コワーキングスペース 

第２次田原市総合計画 田原市総合戦略 田原市デジタル 

社会形成方針 

第５次田原市 

行政改革大綱 

あいち電子自治体推進協議会ホームページ 

田原市ＤＸ推進本部 検 討 経 過 等 資 料 編 （１） 

以 上 

田原市役所機構改革 



 
 
 

 

１  改訂の進め方  令和７年度終期となる「田原市デジタル社会形成方針（令和３年度策定）」を次のとおり一部改訂する。 

 

 
 

 

 
 

 
 
 

２  改訂の留意点  改訂作業にあたり、現方針の各項目における留意点について、現状・今後の展望等を整理する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 
３  作業体制  改訂作業は、ＤＸ推進本部事務局において原案作成し、各部等は事務局への情報提供・事務局案に対する確認等を行う。 

■本部事務局：企画課（地域戦略係）・総務課（情報システム係） 
 

 

〇 田原市デジタル社会形成方針（以下「現方針」という。）策定時から、社会・技術等状況に際立った変化がないことから、基本理念・姿勢・展開手順

等はそのまま継続し、令和８年度以降に重視すべき取組等を追加・修正する「一部改訂」とする。※パブリックコメントも実施しない。 

  名称は「田原市デジタル社会形成方針（令和７年度改訂版）」とする。 

(1)方 針 

 

 

 

 

(1)社会動向 ：修正  
 ・世界・国内のデジタル化の状況 

  ※総務省情報通信白書から抽出 
 

(2)国の動向 ：修正  
 ・国のＤＸ推進策等の現状 

  ※国のデジタル関連計画等を記述 
 

(3)県の動向 ：修正  
 ・愛知県のＤＸ推進策等の現状 

  ※県のＤＸ関連計画（更新）等から記述 
 

(4)他自治体の動向 ：追加  
 ・他自治体の動向、先進事例等 

  ※総務省等のＤＸ事例集から記述 

   

〇 現方針による「❶ 本市のＤＸ取組状況」を確認した上で、「❷ 社会・行政のデジタル化の現状・動向」と「❸ 技術革新等の現状・展望」を踏

まえて、方針内容の追加・修正する。 ※形式はＡ４横長サイズ１５ページ程度（現方針：Ａ４縦長サイズ５１ページ）とする。 

〇 第１回ＤＸ本部会議（６月）：改訂方針等の決定  → 本部事務局（各部確認含む）による原案作成（～１１月） → 第３回ＤＸ推進本部会議（１２月）：

内容確認  → 学識者意見確認・内容修正（２月） → 第４回推本部会議（３月）の審議・承認を経て決定する。※今回、方針検討会議は設置しない。 

(2)手 順 

(3)作 業 

 

(1)方針前の取組状況  
 ・現方針策定前の電算化・情報化の経緯 

 

(2)ＤＸ取組状況 :追加  
※現方針策定後の取組状況を新たに整理 

 

❶ 体制構築・運営  
  ・ＤＸ推進本部、研究会等による推進体制 
 

❷ 現状調査・分析  
  ・市民意識調査、ＤＸ白書、職員アンケート 
 

❸ 方針・プラン策定  
  ・デジ田総合戦略、分野別ＤＸ促進プラン 
 

❹ ＤＸの取組実績  
  ・現方針に従って実施したデジタル活用等 

 

 

 

(1)体制構築  
 ・ＤＸ推進本部、検討会議、研究会等 
 

(2)基本理念  
 ・ＤＸによって実現を目指す市の姿 
 

(3)策定方針 ：修正  
 ❶ 位置付け（自治体ＤＸ推進計画等） 
 
 

 ❷ 推進目標… ア）地域社会・経済の活性化、イ）

暮らしやすさの向上、ウ）行政サービスの向上（追

加：デザイン思考）、エ）効率的なＤＸ推進 
 

 ❸ 方針内容… ア）方針種別、イ）取組姿勢（デ

ジタル三原則）、ウ）期間（５年間）、エ）取組内容

の区分（分野別・共通基盤） 
 

(4)展開手順 ：追加修正  
 ❶ 全体推進… ＤＸリーディングプロジェクト、

市役所全体の年度目標等の取組 
 

 ❷ 個別推進… 各分野・取組項目ごと実現プラン

を整理 

(1) ：修正 
 ・活用したい資源・解決したい課題 
  （変更：資源・課題を図表形式で列挙） 

 ❶ 市の現状…市の概要データ 
 

 

 ❷ 魅力資源・課題… 図形式で表示 
 

 ❸ デジタル活用状況… 市民・事業者等 
 

(2)  ：修正 
 ・活用等期待できるデジタルツール 
  （追加：生成ＡＩ、人流データ活用等） 
 

(3)共通課題 ：修正 
 ・デジタル推進のおける共通の課題 
  （変更：データ活用等含めた記述整理） 
 

(4)期待効果 ：修正 
 ・デジタル活用の本来目的の確認等 
    （追加：生成ＡＩ関係の効果）   

(1)全体推進策 :追加  
※実際に取り組んでいる内容を位置付け 

 

 ❶ ＤＸリーディングプロジェクト  
 

 ❷ 市役所全体の年度目標等  
 

 ❸  
 

 ❹ 現状調査・白書作成等  
 

(2)分野別推進策   

※実現イメージ・期待効果等・主な推進項目以外

の詳細項目を削除し、主な導入実績を追加 
 

 ❶ 防災安全分野  ❷ 福祉医療分野  
 

 ❸ 産業経済分野  ❹ 教育文化分野  
 

 ❺ 生活交流分野  ❻ 行政活動分野  
 

(3)共通基盤推進策 ：修正 
※(2)と同様の修正 

 

 ❶ 情報基盤分野  ❷ 制度体制等分野  

名古屋大学 遠藤先生に依頼 

資 料 編 展開概要：修正・冒頭掲示 (1)検討経過等：修正 (2)改訂の進め方：追加 (3)関連法令・計画等：修正 (4)田原市ＤＸ白書（概要）：追加 (5)用語集：修正 

 背景  市の取組状況  推 進 方 針  推 進 施 策 

田原市ＤＸ推進本部 改 訂 の 進 め 方 資 料 編 （２） Ｐ12 

・各章の掲載項目等を表示 田原市デジタル社会形成方針  展開概要  
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田原市ＤＸ推進本部 

 

 主なデジタル関連法令・方針等（平成28年以降）  
 

❶ 官民データ活用推進基本法  [平成28年12月施行]・行政機関や民間事業者が保有するデ

ータの連携・活用を促進し、AI・IoT技術を活用して、社会課題解決や新事業創出、行政効率化を目指

し、データのオープン化、行政手続のオンライン化、セキュリティ確保を推進。 
 

❷ デジタル手続法 (正式名称：情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便

性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の

技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律） [令和元年12月施行]  
・行政手続きの「デジタルファースト」「ワンスオンリー」「コネクテッドワンストップ」を原則（デジタ

ル化３原則）とし、書面や押印を不要にする包括法で、行政手続オンライン化法を改正・拡充。 
 

❸ デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針  [令和2年12月閣議決定]  
・「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」を理念に掲げ、デジタルの活用で一人ひとりのニーズ

に応え、多様な幸せが実現できる社会を目指す指針。デジタル庁設置やマイナンバーカードを基盤と
した行政の徹底的なデジタル完結、デジタル社会の構築（10の基本原則）が柱。 

 

❹ デジタル・ガバメント実行計画(2020年改定版)  [令和2年12月閣議決定] 

・行政サービスの利便性向上を目指し、書面・押印・対面の見直しや、行政手続きのデジタル化・オンラ

イン化を決定した具体的計画で、AIやRPAなどの新技術導入、デジタル化3原則に基づく取組。 
 

❺ デジタル改革関連法  
 

‐1 デジタル社会形成基本法 [令和3年9月施行] ・デジタル社会を形成するための基本原則

（10原則）により、デジタル社会形成の基本的枠組みの明確化と施策推進（IT基本法廃止・移行）。 
 

‐2 デジタル庁設置法  [令和3年9月施行] ・デジタル社会形成の司令塔として開設。 
 

‐3 デジタル社会の形成を図るための関連法律の整備に関する法律  
 [令和3年9月施行]・官民や地域の枠を超えたデータ利活用の推進、マイナンバーの情報連携促進、

マイナンバーカードの利便性向上・普及促進及びオンライン手続推進、押印等手続見直し等の推進。 
 

‐4 公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等

に関する法律  [令和4年3月施行] 国民の申請手続の簡素化・給付の迅速化。 
 

‐5 預貯金者の意思に基づく個人番号の利用による預貯金口座の管理等に

関する法律  [令和6年4月施行] 国民の相続時・災害時手続負担軽減等の実現。 
 

‐6 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律  [令和3年9月施行] 

  ・自治体ごとのシステムを統一・標準化し、行政運営の効率化・住民の利便性向上等。 
 

❻ デジタル田園都市国家構想  [令和3年11月 第1回構想実現会議開催]  
・デジタル技術（AI、5G、IoT等）を活用して地方の社会課題（過疎化、高齢化、産業空洞化）を解決し、

全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる「持続可能な社会（ウェルビーイングの向上）」を目指す地

方創生・国家プロジェクト。※各自治体はこれに基づき総合戦略を策定。 
 

❼ 第5.0版自治体ＤＸ推進計画 [総務省] [令和7年12月改訂]  
・令和2年策定の自治体がＤＸを推進するための指針の改訂版。人口減少下でも持続可能な行政サービ

ス実現のため、基幹システム標準化や業務効率化、データ利活用などが重点取組事項。 
 

❽ ＡＩ法  （人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律）  [令和7年6月施行]  
・日本のAIの技術開発と利活用、リスク対応を定めた基本法で、国による推進体制等の整備、民間事業

者の努力義務等を明記。 
 

❾ デジタル社会の実現に向けた重点計画 [令和7年6月閣議決定] 

・令和3年12月から毎年度策定。デジタル庁が中心となり、AIの活用、行政手続の簡素化、データ連携

強化を軸に、日本全体のＤＸを推進する政府の最上位計画で、人口減少や労働力不足に対応し、誰一

人取り残されない安全・安心な社会を目指すための具体的な工程表。 
 

❿ ＡＩ基本計画（人工知能基本計画）  [令和7年12月閣議決定] ・AIの開発・利活用の国家戦

略指針。「信頼できるAI」を中核に、日本を「世界で最もAIを開発・活用しやすい国」にすることを

目指し、技術革新とリスク管理の両立、産業競争力の強化、人手不足などの社会課題解決が主軸。 
 
 

① デジタル技術の活用による豊かで便利な社会づくり条例（愛知県）  

[令和7年10月施行] ・愛知県が産業・地域・行政の全分野でＤＸを推進し、県民生活の利便性向上

や地域課題の解決を目指す条例。AIやIoTの活用、デジタル人材育成、デジタル格差の解消、情報セ

キュリティ対策などが県の責務。 
 

② あいちＤＸ推進プラン２０３０ [令和7年12月改訂]  
・愛知県が令和2年12月に策定した計画を改訂し、今後5年間を計画期間として策定したもので、産

業、地域社会、行政のデジタル化を総合的に推進する指針。産業競争力強化や行政サービス向上など

4つの柱を軸に、AIやデータ活用で誰もが豊かさを実感できるデジタル社会を目指す。 
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関連法令・計画等 資 料 編 （３） Ｐ13 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

田原市ＤＸ推進本部 田原市ＤＸ白書 2022年度版（概要） 資 料 編 （４） Ｐ14 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田原市ＤＸ推進本部 田 原 市デ ジ タ ル 社 会 形 成 方 針 （令和７年度改訂版）1205案用  語  集 資 料 編 （５） Ｐ15 
 

 

 

ア ーカイブ  保存記録、記録保管所、書庫、公文書館などの意味を持つ英単語。ITの分野ではデータを長期保存するための保管場所や記録形式、保管用にひとまとめに整理されたデータなどを指す。 
 

アプリ  アプリケーションの略で、スマートフォンやパソコンで特定の目的や機能を実現するためのソフトウェアのこと。LINE、YouTube、ゲーム、地図、カメラなど、ユーザーの要望に応えるプログラム群の総称。 
 

インシデント  業務やシステムにおいて、重大な事故や被害（アクシデント）には至らないものの、それに繋がる可能性のある「予期せぬ出来事やトラブル」のこと。 
 

インターネットバンキング（オンラインバンキング） 銀行の窓口やATM に行かず、パソコンやスマホで残高照会、振込、明細確認等の金融取引が24時間365日いつでも行えるサービスで、場所や時間を選ばず、手数料が割安になるケースも多い。 
 

ウイルス対策ソフト  PCやスマホをウイルス、スパイウェア、フィッシング詐欺などから守るためのソフトウェアのこと。 
 

衛星携帯電話  地上基地局ではなく、人工衛星を経由して通信する携帯端末やサービスで、基地局がない山間部、離島、海上などでも利用でき、災害時のBCP（事業継続計画）対策として自治体や企業で重要視されている。

最近では、一般的なスマホの緊急SOS機能（iPhoneなど）やStarlinkのような衛星直接通信サービスも登場し、「圏外」をなくす可能性を広げている。 
 

オープンデータ  誰でも自由に入手や使用、加工、再配布などができるよう広く一般に公開されているデータ。特に、ソフトウェアなどによる自動処理に適した一定のデータ形式に整理・整形された機械可読なもの。 
 

オペレーティングシステム（OS） コンピューターのハードウェアとソフトウェアを管理・制御し、ユーザーがアプリケーションを使えるようにする基本ソフトウェアのこと。 
 

オンライン化  これまで対面や紙、物理的な場所で行っていた業務やサービスを、インターネットなどのネットワークを通じてデジタルな形に移行すること。 
 

 

 

 

ガ バメントクラウド  国や地方自治体が共同利用する政府共通のクラウド基盤で、行政システムの標準化・共通化・効率化・高セキュリティ化を目指す国家戦略的な取り組み。各自治体がバラバラにシステムを持つのではな

く、この共通基盤上で住民基本台帳や税金などの基幹業務システムを移行することで、コスト削減、運用負荷軽減、災害時対応力強化、住民サービス向上などを実現。 
 

顔認証フリーチケット  事前に顔写真を登録することで、当日はチケットを持たずに「顔パス」で入場や施設利用ができるサービス。主にアミューズメント施設やイベント会場で導入されており、利便性の向上やチケットの不正転売対策を目的とする。 
 

基幹業務システム統一化・標準化  自治体で使う住民記録・税金・福祉等重要業務システムを、国が定めた共通仕様に合わせる取り組みで、ガバメントクラウド上でデータ連携、セキュリティ強化、コスト削減、業務効率化、住民サービス向上を目指す。 
 

キャッシュレス決済  クレジットカード、電子マネー、口座振替を利用し、現金（紙幣・硬貨）を使わずに支払いや受け取りを行う決済方法のこと。 
 

記録メディア（記録媒体） 文字・画像・音声などのデジタルデータを物理的に記録・保存するための装置や部品の総称で、記憶媒体とも呼ばれ、ハードディスク、SSD、USBメモリ、SDカード、CD/DVDなどが代表例。 
 

クラウド  データサービスやインターネット技術等がネットワーク上にあるサーバー群にあり、ユーザーは自分のコンピューターでデータを加工・保存することなく、どこからでも、必要な時にだけ利用できる新しいコンピューターネットワークの利用形態。 
 

クラウドファンディング  群衆（crowd）と資金調達（funding）を組み合わせた造語で、製品開発や新規事業、映画製作など、一定の目的を実現するために、インターネットを通じて不特定多数の人から小口資金を募る仕組みのこと。 
 

グループウェア  企業や組織内で情報共有やコミュニケーションを円滑にし、業務効率化を図るためのソフトウェア群。メール、スケジュール管理、ファイル共有、掲示板、チャットなどの機能が統合されており、離れた場所にいるメンバー同士でもスム

ーズな連携や共同作業を可能にするソフトウェアのこと。 
 

コワーキングスペース  「co（共同）」と「working（働く）」を組み合わせた言葉で、多様な職種の人々 が同じ空間を共有しながら、各自の仕事や作業を行うための施設。 
 

公衆無線ＬＡＮ  駅、商業施設や公共施設などで、不特定多数の人がスマホやPCを無線でインターネットに接続できるサービスで、無料利用の「フリーWi-Fi」や携帯キャリアが提供するものなどがあり、データ通信量の

節約やモバイル回線がない端末のインターネット利用に便利であるが、セキュリティリスクがあるため、信頼できるSSIDへの接続や暗号化、VPN利用などの対策が重要。 
 

公開型ＧＩＳ  自治体が持つ地理情報（都市計画、防災、福祉施設など）をインターネットを通じて一般市民や事業者に公開・提供するためのシステムで、住民サービスの向上、行政の透明化、業務効率化を実現するもの。 
 

 

 

 

サ ーバー  コンピューターネットワークにおいて、他のコンピューターに対し、自身の持っている機能やサービス、データなどを提供するコンピューターのこと。また、そのような機能を持ったソフトウェア。 
 

サービスデザイン＝デザイン思考  顧客視点で商品やサービス全体を捉え、顧客が製品やサービスに触れる一連の体験（顧客体験・UX）を向上させるために、組織や仕組み、プロセス全体を設計・改善する考え方・手法。 
 

サイバー攻撃  ネットワークを介してコンピューターやシステムに不正アクセスし、情報窃取、データ改ざん、破壊、業務妨害等を行う。金銭目的の犯罪組織から国家まで様々 な主体が、個人や企業、政府等を標的にし、手口は高度化・巧妙化している。 
 

自動運転バス  センサーやカメラ、GPS、AI 技術などを使い、ドライバーなしで（または運転手が監視のもと）自動で走行するバスのことで、人手不足の解消や、より安全で快適な公共交通を実現するために、各地で実証実験が進められている。 
 

シェアリングエコノミー  「場所・乗り物・モノ・人・お金などの遊休資産をインターネット上のプラットフォームを介して個人間で貸借や売買、交換することでシェアしていく新しい経済の動き」のこと。 
 

情報弱者（デジタルデバイド）対策  デジタル機器やインターネットの利用に不慣れな人々 （高齢者、低所得者層、障がい者など）が取り残されないよう、誰もが情報アクセスやデジタルサービスの恩恵を受けられるようにする取り組みのこと。 
 

情報セキュリティ  情報を詐取や改竄などから保護しつつ、必要に応じて利用可能な状態を維持すること。そのために講じる措置や対策などを指すこともある。 
 

デジタルリテラシー  パソコンやインターネットなどのデジタル技術を「理解し、適切に活用できる知識やスキル」のことで、単なる操作だけでなく、情報を正しく判断・評価し、セキュリティに配慮しながら使いこなす能力

全般を指す。デジタル化が進む現代社会で、業務効率化や新しい価値創造のために、すべての人に求められる基礎的な能力。 
 

人流データ  スマートフォン位置情報、Wi-Fi 接続、カメラ映像、交通系IC カード履歴などから収集され、「いつ」「どこに」「何人」いて、「どこからどこへ」移動したかを把握し、都市計画、マーケティング、観光、防災などに活用されている。 
 

スタートアップ  革新的な技術やビジネスモデル（イノベーション）を基に、短期間での急成長（スケール）と、IPO（株式公開）やM&A（企業売却）によるEXIT（イクジット）を目指す企業のこと。 
 

スマートシティ  ICT（情報通信技術）やAI（人工知能）等の先端技術活用により、エネルギーや交通システム、行政サービスなどのインフラを効率的に整備、マネジメントすることで最適化された、持続可能な環境配慮型都市を指す。 
 

スマートフォン＝スマホ  個人用の携帯コンピューターの機能を併せ持った携帯電話。単に高機能というだけでなく、汎用の基本ソフトウェアを搭載し、利用者が後からソフトウェアなどを追加できる機種を指す。 
 

セキュリティポリシー  組織全体の情報セキュリティに関する基本方針を文書で示したもので、セキュリティの対策基準や個別具体的な実施手順などを含むこともある。 
 

生体認証  指紋、顔、声、静脈などの固有の身体的特徴や行動パターンを利用して、本人かどうかを確認する技術で、パスワードと違い忘れたり盗まれたりする心配がなく、物理的な鍵も不要で、利便性と安全性が高い。 
 

生成ＡＩ  テキスト、画像、音声、動画などの多様なコンテンツを、学習したデータをもとに自ら「生成」できる人工知能のこと。 
 

センサー  さまざまな物理量、音・光・圧力・温度などを検知、検出するもの。 
 

 

 

 

ダ ッシュボード  重要な情報やデータをグラフや表で一覧表示し、状況を一目で把握できるようにするツールや画面のこと。元々 は自動車の運転席前にある計器盤を指す。 
 

タブレット  小型の板状の装置や部品のことをタブレットと呼び、単にタブレットといった場合にはペンタブレットやタブレット端末、タブレットPCのことを指す。 
 

デザイン思考   ユーザーの視点に徹底的に共感し、その潜在的なニーズや課題を発見し、多様なアイデアを出し合い、試作と検証を繰り返しながら、革新的な解決策を生み出す問題解決のアプローチです。単なる「デザイン」

の良し悪しではなく、創造性を活用して複雑な問題に挑み、新しい価値を創出するための思考法で、新規事業開発やDX推進などで広く活用されています。     
 

デジタルデジタルテクノロジー  アナログ情報（音声、映像、文字など）を0と1のデジタルデータに変換し、コンピューターで処理・保存・転送・活用する技術全般を指す。 
 

デジタルファースト  紙媒体やアナログな手続を前提とせず、最初からデジタルの提供・処理を最優先する考え方。行政手続きやビジネス全般の業務効率化・利便性向上のために広く用いられている。 
 

デジタルマーケットプレイス（ＤＭＰ） 主に行政機関や自治体がクラウドサービス（SaaS）などを効率的かつ迅速に調達するためのオンラインカタログサイトのことで、事業者（ベンダー）は自社サービスを登録し、行政

はそれを検索・比較して選定・契約する仕組み。 
 

デジタルリテラシー  パソコンやインターネットなどのデジタル技術を正しく理解し、目的に合わせて適切に使いこなし、情報を評価・活用できる総合的なスキルのことです。 
 

デバイス  機器、装置、道具という意味の英単語で、デジタルの分野では、比較的単純な特定の機能・用途を持った部品や装置という意味で用いられることが多い。 
 

デマンド運行  「デマンド」とは要望のことで、乗客から事前に連絡（予約）を受けて、基本となる路線以外の停留所に立ち寄ったり、運行を開始したりするなど、乗客の要望を運行に反映できる運行形態を言う。 
 

テレワーク（Telework） tele（離れた所）とwork（働く）を組み合わせた造語で、情報通信技術を活用し、オフィス以外の自宅、サテライトオフィス、カフェなどで仕事する働き方。 
 

電子回覧板  通常、自治体などから自治会や町内会などの組織に所属する世帯に対して紙媒体で配布される広報誌などをデジタル化し、スマートフォンやタブレットなどで閲覧できるようにしたもの。 
 

電子カルテ  カルテ（診療記録）を電子的に記録・保存したもの。もしくはそれを実現する医療情報システム。これにより医療機関同士の連携や地域の医療機関全体で患者をサポートする仕組みづくりが期待されている。 
 

電子契約  インターネット上の電子ファイルに電子署名を付与し、電子的に行う契約方式で、作成・締結・保管をオンラインで完結させ、業務効率化・コスト削減・場所や時間にとらわれない利便性を実現する。電子署名と

タイムスタンプにより、法的有効性と改ざん防止が担保され、印紙税も不要になる。 
 

電子地域通貨  特定の地域内でのみ使えるデジタル化された通貨で、スマホアプリや専用カードでチャージし、地域内の加盟店での買い物などに利用されます。地域経済の活性化や消費喚起、デジタル化による行政コスト削

減、観光客誘致などを目的に、自治体や商店街などが発行し、ポイント付与などの特典で利用を促進する点が特徴。 
 

電子認証  インターネット上での本人確認や情報の信頼性を確保する技術で、電子証明書と電子署名を用いて、なりすまし防止（本人性）やデータの改ざん防止（完全性）を実現すること。 
 

電子マネー  デジタルデータ化された貨幣。ICカードに情報を書き込みクレジットカードのように利用するICカード型、インターネット上でデータ流通するネットワーク型、プリペイドカード型の電子マネーがある。 
 

ドローン  遠隔操作または自動操縦により飛行させることができる無人航空機で、カメラやCPUなどのさまざまな機器を取り付けて多種多様なデータ収集や分析ができる。 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

都市OS（アーバン・オペレーティングシステム） スマートシティ実現のために、都市の交通、防災、福祉、行政など多様な分野のデータやサービスを統合的に管理・連携させるデジタル基盤（共通プラットフォーム）。コン

ピューターのOS（オペレーティングシステム）のように、分野をまたいだデータの流通とサービス連携を容易にし、地域課題の解決と住民の利便性向上、都市運営の最適化を目指すもの。 
 

 

 

 

ノ ーコードツール  プログラミング知識がなくても、ドラッグ＆ドロップなどの視覚的な操作で、Webサイトや業務アプリなどを開発できるツール。部品を組み合わせる感覚で、非エンジニアでも直感的にシステムを構築できるソフトウェアのこと。 
 

 

 

 

バ ーコード  太さの異なるバー（棒）とスペース（空白）の組み合わせで、数字や文字などの情報を機械が読み取れるように表現したもので、主にスーパーのレジなどで使われる縞模様が代表的な形態（1次元コード）。 
 

ビジネスチャット  業務連絡や情報共有を効率的・迅速に行うために特化したインターネット経由のリアルタイムコミュニケーションツールで、メールよりも手軽でスピーディーなやり取りが可能で、グループ作成やファイ

ル共有、タスク管理、音声・ビデオ通話など、ビジネスに役立つ機能が豊富に備わっており、社内外のコミュニケーション活性化と生産性向上に貢献するアプリケーションのこと。 
 

光 回 線  ガラスやプラスチック製の「光ファイバー」ケーブルを使い、光信号でデータを送受信する高速・大容量のインターネット接続方式のこと。 
 

プラットフォーム  ソフトウェアやサービスが動作するための「基盤」や「土台」となる環境を指し、IT分野ではOSやクラウドサービス、ビジネスでは顧客とサービス提供者をつなぐ場（ECサイト、SNSなど）を意味する。

元々 は壇上やホームを指すが、現代では「共通の土台」という抽象的な意味で、多様な参加者が価値を交換したり、新たなサービスが生まれる場として使われている。 
 

不正アクセス  正当な権限がない人が、ID・パスワードの盗用やシステムの脆弱性を悪用して、コンピューターや情報システムに不正に侵入し、データやシステムを盗み見たり、改ざんしたり、利用したりする行為のこと。 
 

ペーパーレス化  紙で運用されている書類や帳票、資料などを電子データに変換・活用し、紙の使用をなくす、または大幅に削減する取り組みのこと。 
 

ホームページ  Ｗebブラウザを起動した時に最初に表示されるWebページ（スタートページ）。また、Webサイトの表紙や入口に相当する最上位のページ（トップページ、メインページ、フロントページ）のこと。 
 

 

 

 

マ イナンバーカード  マイナンバーが記載された顔写真付きのプラスチック製のICカードのことで申請により交付される。 
 

メタバース  インターネット上に構築された3Dの仮想空間で、ユーザーはアバター（自分の分身）を操作し、他のユーザーとの交流、ゲーム、イベント参加、ショッピング、ビジネスなど様々 な活動を行える概念。 
 

 

 
 

リ モートセンシング（遠隔探査） 人工衛星や航空機などに搭載したセンサーを使って、対象物に直接触れることなく、遠く離れた場所からその形状や性質を観測・調査する技術。気象観測、災害状況の把握、農作物の生育

状況、森林や海の状態監視など、環境や防災、国土管理など幅広い分野で目に見えない情報や広範囲の情報を効率的に取得・解析するために活用。 
 

ロボット  人の代わりに何等かの作業を自律的に行う装置、もしくは機械のこと。 
 

 
 

 

ＡＩ  Artificial Intelligence（人工知能）の略で、コンピューターがデータを分析し、推論や判断、最適化提案、課題定義や解決、学習（情報から将来使えそうな知識を見つけること）などを行う、人間の知的能力を模倣する技術を意味する。 
 

ＡＩ-ＯＣＲ  AI を活用して画像データから文字を認識・抽出する技術で、従来のOCR（光学文字認識）の認識精度を飛躍的に向上させ、手書き文字やバラバラなレイアウトの文書も高精度でテキストデータ化できる、次世代の文字認識システムのこと。 
 

ＡＰＩ連携  API（Application Programming Interface）を利用して、異なるソフトウェア、Webサービス、システム間でデータを共有・相互利用する技術のこと。手動でのデータ入力を自動化し、リアルタイムな情

報連携により、開発コスト削減、ヒューマンエラーの削減、業務の効率化を実現する。 
 

ＢＩツール  自治体などが持つ膨大なデータを集約・分析し、グラフやダッシュボードで分かりやすく見える化することで、データに基づいた政策立案（EBPM）や業務効率化、住民サービス向上を実現するシステムのこと。 
 

ＢＰＲ  Business Process Re-engineeringの略。企業が目標達成のために、既存の組織や業務フロー、システムを根本的に見直し、抜本的に再構築（リエンジニアリング）する業務改革手法のこと。 
 

ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ） 同軸ケーブルや光ファイバーケーブルなどを使ったテレビ放送のことで、インターネット接続サービスや電話も可能になっている。 
 

ｅスポーツ  「エレクトロニック・スポーツ」の略で、広義には電子機器を用いて行う娯楽、競技、スポーツ全般を指す言葉であり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技として捉える際の名称。 
 

ＥＢＰＭ（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング） 証拠に基づく政策立案であり、勘や経験頼りではなく、データや客観的な根拠（エビデンス）に基づいて政策を立案・実行・評価する手法のこと。 
 

ＥＣ  Electronic Commerce（エレクトロニック・コマース）」の略で、電子商取引を意味し、インターネットを通じて商品やサービスを売買するビジネス全般を指し、実店舗がなくても24時間、地理的制約な

く販売できるのが特徴で、企業間、企業と消費者間、消費者間など様々 な形態がある。 
 

ＧＡＦＡ（ガーファ） 世界的に巨大な影響力を持つアメリカのIT企業 Google、Apple、Facebook(現Meta）、Amazonの頭文字を組合せた総称。デジタル社会を支えるプラットフォーマーとして、検索、デバイス、SNS、EC等で生活に深く浸透している。 
 

ＧＩＧＡ（ギガ）スクール  令和元年に文部科学省が発表した学校教育におけるICT 環境整備についての構想で、全国の小中高校などで高速大容量の通信ネットワークを整備し、児童生徒1人1台のパソコン・端末の普及を目指す。 
 

ＧビズID（gBizID） 法人や個人事業主向けの共通認証システムで、一つのIDとパスワードで複数の行政サービス（補助金申請、社会保険手続など）にログイン・電子申請できるサービスのこと。身元確認が一度済めば、

各手続きで本人確認書類の提出が不要になり、無料で利用でき、業務のオンライン化・効率化を実現する。 
 

ＧＩＳ  Geographic Information Systemの略で、位置情報（緯度経度など）をキーに、様々 な地理空間データをコンピューター上で重ね合わせ、分析・管理・可視化し、効率的な意思決定や問題解決を支援するシステム技術のこと。 
 

ＧＰＳ  Global Positioning Systemの略で、アメリカの複数の人工衛星の電波を利用し、地上での現在位置（緯度・経度・標高）や時刻を正確に特定できる全地球測位システムのこと。カーナビ、スマートフォン、地図アプリなどで利用。 
 

ＧＴＦＳデータ  General Transit Feed Specificationの略で、バスや鉄道等公共交通機関の時刻表・路線・停留所情報などを、Googleマップをはじめとする様々 なアプリやサービスで利用できるようにするための世界標準のデータ形式のこと。 
 

ＩＣＴ（アイシーティ） Information and Communication Technology（情報通信技術）の略で、通信技術を活用したコミュニケーションを指す。情報処理だけではなく、通信技術を利用した産業やサービスなどの総称。 
 

ＩＣカード  IC を組み入れたカードで、キャッシュカードやクレジットカード、プリペイドカードなどに利用される。カードに記録されたデータを電波で送受信する非接触型ICカードも、交通機関の定期券や身分証などで広く普及している。 
 

Ｉｎｓｔａｇｒａｍ（インスタグラム） 2010年にサービスを開始したSNSの一つ。iPhoneやAndroidスマートフォンなどのアプリで、複数の写真加工機能を使って撮影した画像を手軽に加工でき、すぐに投稿・共有できるところが人気となった。 
 

ＩｏＴ（アイ・オー・ティー） Internet of Thingsの略でモノのインターネットを意味し、これまでパソコンやスマートフォンなどの情報機器を接続したインターネットに、産業用機器から自動車・家電製品まで様々 なモノを繋げる技術のこと。 
 

ＩＴ（アイティ） Information Technology（情報技術）の略で、コンピューター、ソフトウェア、ネットワーク、データ通信を用いて情報を取得、処理、保存、伝達する技術の総称。パソコンやスマホ、インターネット、ク

ラウド、AIなど、現代のビジネスや生活インフラを支える不可欠な技術全般のこと。 
 

ＬＡＮ  Local Area Networkの略で、ビルや事業所内等の狭い空間においてコンピューターやプリンタ等の機器を接続するネットワークのこと。 
 

ＬＧＷＡＮ  都道府県や市区町村等の地方自治体のコンピューターネットワークを相互接続した広域ネットワーク。地方公共団体情報システム機構（J-LIS）が運営し、中央省庁間の広域ネットワークである政府共通ネットワークとも相互接続されている。 
 

ＬＩＮＥ（ライン） スマートフォンなどで短い文字メッセージの交換や音声通話、ビデオ通話などができるアプリおよびサービスのこと。 
 

ＭａａＳ（マース） Mobility as a Serviceの略で、 出発地から目的地までの移動ニーズに対して、最適な移動手段をシームレスに提供するなど、移動を単なる手段としてではなく、利用者にとっての一元的なサービスとして捉える概念のこと。 
 

ＯＪＴ（オー・ジェイ・ティー） On-the-Job Trainingの略で、職場での実務を通して必要な知識やスキルを習得させる教育・訓練手法。上司や先輩がトレーナーとなり、実際の業務を行いながら実践的な能力を身につけさせるもの。 
 

ＰＤＣＡサイクル  Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善） の4つのステップを繰り返し回すことで、業務の品質や生産性を継続的に向上させるためのマネジメント手法。 
 

ＱＲコード  スマートフォンアプリに表示したQRコード（小さな四角形を縦横に同数並べた図形パターンにより、文字や数字などのデータを記録する規格で、バーコードよりも大量の情報を正確に記録できる。 
 

ＱＲ決済  店舗側が読み取るか、店舗のQRコードを顧客が読み取ることで、スマホだけでスピーディーに支払いができるキャッシュレス決済方法のこと。 
 

ＲＰＡ  Robotic Process Automationの略で、ルールエンジン、機械学習、人工知能等の認知技術を活用したオフィス業務の効率化や自動化に向けた取組。画面上のアプリケーションやシステム画面を識別し、操作するソフトウェアロボットのこと。 
 

ＳＮＳ  ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略。インターネットを介し、共通の趣味や仕事などを持つユーザー同士が集まり、意見交換や知り合い紹介など新たな人脈作りやコミュニティを形成するサービスの総称。 
 

ＵＴＭTT（Unified Threat Management） ファイアウォール、アンチウイルス、Webフィルタリングなど複数のセキュリティ機能を1つのシステムに統合し、ネットワークの出入口で集中的に脅威を管理・防御するセキュリティ対策のこと。 
 

ＶＰＮ（Virtual Private Network）  インターネット上に仮想の専用線を構築し、通信を暗号化して安全にデータを送受信する技術で、物理的な専用線よりも安価にテレワークでの社内システムへのアクセスやフリーWi-

Fi利用時のセキュリティ強化、地域制限のあるコンテンツへのアクセスなどに使われ、企業から個人まで幅広く利用されている。 
 

ＶＲゴーグル  仮想現実（Virtual Reality）を体験するためのヘッドマウントディスプレイ（HMD）で、装着すると目の前に広がるコンピューターグラフィックス（CG）映像に没入し、まるでその場にいるかのような感覚を味わえるデバイスのこと。 
 

Ｗｅｂブラウザ  インターネット上のウェブサイトやコンテンツ（HTML、画像、動画など）をパソコンやスマートフォンで「閲覧（ブラウズ）」するためのソフトウェアのこと。 
 

Ｗｉ-Fｉ  無線ＬＡＮの標準規格である「IEEE802.11a/b/g/n」の消費者への認知を深めるため、業界団体のWECA（現：Wi-Fi Alliance）が名付けたブランド名。一般的には無線LANのこと。 
 

５Ｇサービス  高速・大容量、低遅延、多数接続を特徴とする第5世代移動通信システムを利用したサービスで、日本では2020年3月から主要キャリア（ドコモ, KDDI, ソフトバンク）が都市部を中心に開始し、高精細映像

配信、スマートホーム、IoT、自動運転、遠隔医療など、幅広い分野での活用が期待されている。 
 

田原市デジタル社会形成方針に記載されている商品又はサービスなどの名称は、各社の商標又は登録商標です。 

■「 Instagram 」は、Instagram,LLCの商標又は登録商標。   ■「 QRコード 」は、株式会社デンソーウェーブの商標又は登録商標。   ■ 「 Facebook 」は、Facebook, Inc.の登録商標。 

■「 LINE 」は、LINE株式会社の商標又は登録商標。        ■「 Wi-Fi 」は、Wi-Fi Allianceの登録商標。               


